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第一章  台湾営業秘密法の逐条解説 

一、前書き 

営業秘密は専利権（訳注：日本の特許権、実用新案権及び意匠権を含む）、

商標権及び著作権と並んで、いずれも無形の知的財産に属する。それらの相違

点は、専利権、商標権及び著作権はいずれも、言うまでもなく、排他的性質を

有する専用権であり、何人もが特許権者、商標権者又は著作権者の同意又は許

諾を得ることなく、それらの権利者が特許権、商標権又は著作権を享有する完

成品を無断で利用することができないことにある。一方、営業秘密の本質が一

体、「権利」又は「利益」のどちらに属するかは依然として議論が交わされて

おり、まだ定論がない。しかし、営業秘密の本質の如何を問わず、国際的な商

業活動が日々複雑化することに伴い、多国籍企業の競争がますます激化してお

り、産業倫理及び市場における公平な競争秩序を適切に保障するため、営業秘

密は法的保護を受ける必要があり、かつ保護の強度も日増しに高まっているこ

とは争えない事実である。 

 台湾の営業秘密法は、1996年 1月 17日に総統令により公布され、1月 19

日に正式施行された。これにより、台湾は、スウェーデンに次ぎ、世界で 2

番目の営業秘密を単独法として立法する国となった。台湾は大陸法系国家に属

し、ドイツ、オーストリア、スイス、日本、韓国等の大陸法系国家はいずれも、

競争法（即ち不正競争防止法）により営業秘密の保護を規制しており、台湾の

公平交易法（大陸法系における不正競争防止法に相当）においても営業秘密の

保護規定があったため、1994年営業秘密法の起草当時、われわれが直面して

いた単独法として立法すべきかという立法課題については、各方面の見解が一

致していなかった。しかしながら、その年、台湾は米国と台米通商交渉を行っ

た際に、米国側へ営業秘密法の制定を承諾したため、政府は最終的に、単独法

として立法する方式を採用することを決定した。 

営業秘密法は、1996 年の公布・施行以来、2012年に至るまで改正は一度も

行われなかった。近年相次いで発生した営業秘密の侵害事件により、企業は産

業の研究開発成果と国際競争力がひどく阻害されたことに対し不安を抱き、政

府に営業秘密法の改正、刑事責任の導入を強く呼びかけた。よって、法改正を

通して営業秘密の侵害事件の発生を実効的に抑止することで、台湾産業の営業

秘密の保護強化、公平な競争秩序の市場環境の整備を図っている。その後、台

湾政府は積極的に合同部会の検討会合を開き、関連する官庁、専門家、学者及

び企業代表を招聘して、営業秘密法における刑事責任導入の実行可能性につい

て議論を行い、最終的に経済部智慧財産局（以下、智慧局という）が関連改正

条文を起草し、改正案の提出作業を担うことを決議した。1年間の努力を経て、
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営業秘密法の改正案が 2013年 1月 11日に、立法院の第三読会で最終可決され、

同年 1月 30日に総統令により公布され、2月 1日をもって発効することにな

った。 

台湾の現行営業秘密法の全文は 16条から構成されている。第 1 条にはこの

法律の趣旨規定が置かれる。第 2条には、営業秘密の客観的保護範囲を特定さ

せるため、営業秘密の定義及びその保護要件が定められる。第 3、4、5条には、

主観的な権利帰属状態を明らかにさせるため、雇用者と被雇用者の双方、出資

者と被招聘者の双方及び共有者間の営業秘密の帰属についてそれぞれ詳しく

定められる。第 6、7、8条は営業秘密の譲渡、許諾及び行使又は制限に関する

規定である。第 9条には公務員及び関連する法定手続に関与した人員の守秘義

務が定められる。第 10 条は営業秘密侵害の様々な行為態様を定める。第 11、

12、13条は民事救済と損害賠償に関する規定である。新設された第 13条の 1

乃至第 13条の 4には、刑事責任、国外流出の加重処罰、親告罪及び告訴可分

原則、刑事罰の両罰規定等の改正ポイントが含まれる。第 14条には裁判所に

よる事件の審理原則が定められる。第 15条には外国人保護の互恵原則が定め

られる。第 16条は、本法の発効日を公布施行日からとする規定である。 

本章では、台湾の現行営業秘密法における 16条の全条文を基礎とし、各条

文の立法趣旨と内容を簡単に説明するほか、各界の参考のため、比較的重要な

又は論争のある条文について、別途収集、整理された関連する学説の見解又は

裁判例の紹介を加えることで、解釈と分析を行うこととする。 

二、逐条解説 

 

 

 

 

本条は営業秘密法の目的規定であり、立法理由の説明によると、本条 

に明確に定められる立法目的は三つある。 

ü 営業秘密の保障により、企業の投資額引き上げと研究開発意欲を向上

させる効果を促進すると共に、公平な競争の市場環境を提供し、特定

の取引関係における情報流通の適正化を奨励する。 

ü 産業倫理と競争秩序の維持は、被雇用者と雇用者間及び企業間におけ

る倫理関係と競争秩序に対し、一定の遵守できる規範を有する。 

ü 社会の公共利益の調和について、各国の裁判所の多くが、個別事件に

おいてこれを考慮要素としてよく取り入れていることから、本法もこ

れを立法目的の一つとし、裁判所が個別事件において社会の公共利益

第 1条 この法律は営業秘密を保障し、産業倫理及び競争秩序を維持

し、社会の公共利益を調和させることを目的とする。この法律で

定められていないとき、その他の法律の規定を適用する。 
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を斟酌してより適切な判断を下すよう図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

営業秘密は本質上、情報の一種とされ、情報の自由な流通は民主主義社会

の基盤としての役割を果たすものであるが、情報の保有者の利益と社会公

益との調和を図るため、情報の保有者に対して、依然として適当な保護を

与えるべきである。台湾の営業秘密法は、保護される営業秘密について、

その内容と範囲が不明確になることを避けるため、米国、カナダ、日本及

び韓国の立法例を参酌し、営業秘密法の第 2条において営業秘密の定義と

保護要件を明文化した。 

 

この法律における営業秘密の定義に関し、英米法系の帰納法による立法方

式を採用したため、いわゆる「方法、技術、製造工程、調合、プログラム、

設計等」は単に情報の範囲、即ち営業秘密の一部の保護対象を列挙しただ

けのものであり、また適用の範囲に漏れがないよう、「その他の生産、販

売又は経営に用いられる情報」という内容でその残りの範囲を概括的に定

める点で、大陸法系の演繹法による立法方式とは明らかに異なる。この立

法方式のメリットはより具体的かつ明確であり、原則的な又は抽象的な概

括規定のみではないことにある。しかし、情報の形態と表現方式は日進月

歩で変化しており、結局のところ、法律規定は現在又は未来の情報の態様

から、更に無限なものまで全ての態様を列挙することは不可能である。従

って、司法の実務上、係争対象が営業秘密に属するか否かを如何に判断す

るかについては、依然として相当な不確定性が存在している。かつ営業秘

密が成立するか否かの判断においては、やはり以下の 3つの保護要件を満

たすかどうかを確認しなければならず、即ち「秘密性」、「価値性」及び「保

有者により秘密保護のための合理的な措置が取られていること」である。

この三つの要件の内容は何であるか、及び裁判所が個別事件において如何

第 2条 この法律において営業秘密とは、方法、技術、製造工程、調

合、プログラム、設計又はその他の生産、販売又は経営に用いら

れる情報であり、かつ次の要件を満たすものをいう。 

一、 一般的に当該情報に関わる者に知られていないこと。 

̡ その秘密性により、実際的又は潜在的な経済価値を有するこ

と。 

̡ 保有者により秘密保護のための合理的な措置を取られてい

ること。 

本条の概要 
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に認定するかについて、依然として学理の研究と討論、及び裁判例の蓄積

と分析を通じることで、はじめて具体的かつ実行可能な判断基準を導き出

すことができる。 

       

 

    前に述べたとおり、営業秘密の保護対象になるには、「秘密性」、「価値性」

及び「保有者により秘密保護のための合理的な措置が取られていること」

という 3つの要件を検証する必要がある。従って、この 3つの要件の学理

上及び実務上の運用と認定の方法は、企業又は会社が保有する各商業情報

及び技術情報が、保護を受ける営業秘密に属するか否かの判断と決定に影

響を及ぼすため、企業の重大な権益の保障に関わるものとなる。 

 

この 3つの要件の中で、価値性は最も論争のない部分であり、生産、製造、

経営、販売に用いられる情報さえであれば、即ち経済的利益又は商業的価

値を生み出せる情報であれば、価値性を具えるものとなる。また、合理的

な秘密保持措置の採用については、本マニュアルの第四章における営業秘

密管理メカニズムの構築方針に詳しく紹介するため、ここでは省略するこ

とにする。従って、ここでは秘密性の部分についてのみ説明をする。「秘

密性」の認定については、実務上では論争があり、相等複雑なものである。

ある情報における秘密性の有無の判断は、往々にして個別事件における双

方の攻防及び争いの焦点となるが、実務の見解が過度に多岐にわたり、認

定基準の厳しさが一致せず、企業がどうしたら良いか分からなくなること

を避けるため、商業情報と技術情報のそれぞれの属性に応じてより具体的

かつ明確な判断基準を制定しなければならない。これにより、企業が関連

する基準に従い、適当な方式又は措置を採り、その所有する情報の秘密性

を強化することができることによって保護を受ける機会を高めるものと

する。 

 

以下は、学説及び現行の裁判例のそれぞれの見解から、営業秘密の「秘密

性」要件を検討、分析したもので、各界の参考とするため、これらの分析

結果を以ってより具体的かつ明確な判断基準の提供を試みる。 

 

 

 

営業秘密法で規定する「秘密性」の要件とは、即ち「一般的に当該情報に

関わる者に知られていないこと」をいう。その範囲が如何に特定されるか

については、学説上異なる見解がある。以下、それぞれについて説明する。 

秘密性認定に関する論争 

学説見解 



5 
 

ü 業界基準： 

即ち特定の業界の人、例えば法曹界、医療界、会計業界、建築業界、

情報産業、化学工業等の業界従業員に知られていなければよい。 

ü 一般人の基準：世の中における一般人、即ち非業界人にも知られてい

なければ当該要件を満たす。 

ü 折衷基準： 

Õ 上述の基準を区別する実益は、若しある A業界分野に属する者の

間で一般に知られている情報であるが、ある別の B産業に属する

者の間で一般に知られていない情報であるかもしれない場合、こ

のような情報は B業界において営業秘密として保護を受けるこ

とはできるのか？また、たとえある同じ業界に属するものであっ

ても、分業の結果として、音楽 IC設計のエンジニアに属する者

の間で一般に知られている情報だが、重機械 IC設計のエンジニ

アの間で必ずしも一般に知られている情報とは言えず、同様に、

建築士に属する者の間で一般に知られている情報であるが、建築

会社に属する者の間で必ずしも一般に知られている情報とは言

えず、また知的財産権専門の弁護士に属する者の間で一般に知ら

れている情報であるが、その他の専門分野の弁護士に属する者の

間で必ずしも一般に知られている情報とは言えない、ことにある。 

Õ 従って、いわゆる「一般的に当該情報に関わる者」とは何を指す

か？TRIPs の用語である「is secret in the sense that it is 

not，．．generally known among or readily accessible to persons 

within the circles that normally deal with the kind of 

information in question」から見ると、必ずしも業界基準を採

用しているとは言えず、ある分野又は業界（circles）の範囲を

指すが、これが直接一般人の基準を採っていると認めることもで

きない。なぜならば、circlesが依然として明らかに一定の範囲

を有するからである。それゆえ、折衷説を採っていると認められ

る。即ち、情報に接触する可能性がある者であれば、特定の業界

の者に属するか否かを問わず、「一般的に関わる」の範囲に属す

べきである。この法律の第 2条第 1号の解釈及び適用は、これに

基づいてなすことで、はじめて法的意味及び実際の状況に符合す

る。 

                        

 

 

            

企業内部における営業秘密は、概ね「商業的営業秘密」と「技術的営業秘

裁判例 
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密」の 2大類型に分類することができる。両者の性質が異なるため、「秘

密性」に該当するか否かについては、それぞれ必要とする条件と要求は必

ずしも同じではない。以下では、それぞれに対して幾つかの裁判例を取り

上げることにより、現在の裁判所による営業秘密に対する秘密性の要求基

準と程度を明らかにする。 

 

 

 

ü 商業的営業秘密 

いわゆる「商業的営業秘密」とは、主として企業の顧客名簿、販売拠

点、製品の販売価格、仕入れコスト、取引の底値、人事管理、コスト

分析等の経営に関わる情報をいう。それらの情報が秘密性を有するか

否かについて、裁判実務上の見解から見れば、これらの情報が公開の

ルートから簡単に知り得るか、或いは企業がそれらの情報を基にして

更に整理、分析をすることで、企業経営上の「バイブル」となり得る

か、により判断される。以下は、参考のため、顧客名簿、製品の販売

価格及びコスト分析の秘密性の有無に対し、各 1つの裁判例を取り上

げて説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

顧

客

名

簿  

台北地裁 2007年度労訴字第 35号判決

96 35  

 

若し相当の人力、財力を投じて、更に選り分け

て整理して獲得した顧客名簿の情報で、かつ当

該情報は公開の場から入手できるものではな

い場合。例えば、顧客の個人スタイル、消費者

の好み、過去の取引記録、特定の販売ルート及

び貿易条件等は、営業秘密に属するべきであ

る。 
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コ

ス

ト

分

析 

製品の見積価格又は販売価格はコスト分析

に関わるものではなく、代替製品が市場に参

入し価格競争を行う時、市場から簡単に入手

できる情報に属するものであれば、営業秘密

には該当しない。 

 

製

品

の

販

売

価

格 

桃園地裁 2011年度訴字第 977号判決 

100 977  

 

製品の販売価格は市場における公開情報で

あり、一般消費者は皆、各社の価格を比較し

て、購買しようとするメーカー及びブランド

を選択するため、秘密性を有さない。 

取

引

の

底

値 

台中地裁 2013年度易字第 122号判決 

（ 102 122 ） 

 

不動産の取引底値は「広告底値」と「実際底

値」の 2種類に分けられる。前者は、一般人

が仲介業者のホームページ又は広告チラシか

ら簡単に知り得るもので、当然秘密性を有さ

ない。一方、後者は、委託者と委託を受けた

仲介業者が、自分自身の得られる販売利潤又

はサービス報酬を高めるためであり、無条件

で底値を買い手に開示するには至らないた

め、一般人は簡単に知ることができず、秘密

性を有するべきである。 

最高裁 2013年度台上字第 235号判決  

（ 102 235 ） 
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そのほか、企業がある商業情報が秘密性を具備していると主張すると

きは、その独殊性と市場セグメンテーションの状況を具体的に指摘し

なければならない。これにより、その保有する情報がその他の業者と

異なり、営業秘密として保護を受ける必要があることを証明すること

ができる。若し意図がつかめない企業の価値観又は理念の表現だけで

あれば、裁判所により秘密性を有するとは認定され難い。  

 

 

ü 技術的営業秘密 

いわゆる「技術的営業秘密」とは、文字通り、特定産業における研究

開発又は革新技術と関係する機密を意味する。それには、例えば、方

法、技術、製造工程及び調合等が含まれる。しかし係争技術が秘密性

を有するか否か、当該会社の所有に専属し、その他の同業者がいずれ

も当該技術を有しているか否かについても、係争技術を営業秘密とし

て主張する会社が、より具体的な証拠又は説明を提出することで、は

じめて相当な保護を与えることができる。以下、3つの参考となる裁

判例を列挙する。 
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ü 原告は被告と、被告の所有する全ての発想、研究開発又

はその他の従業員から知悉した情報はいずれも原告の

機密に属することを約束したが、一般的に被告の全ての

発想と研究開発又はその他の被雇用者から知悉したも

のはいずれも営業秘密に属するものであるとは言えな

い。さもなければ、被雇用者間の如何なる情報も全て営

業秘密に属するものになってしまうと言えるか？ 

ü 原告は、被告がその他の会社に提供した新たな製品調合

が原告の資源を利用して研究開発されたものであり、か

つ営業秘密の要件を満たしたことを証明しなかったた

め、被告の全ての発想及び研究開発はいずれも原告の営

業秘密に属すると認めることは妥当ではない。 

台北地裁 2010年度智字第 3号判決 

99 3  

原告は、自身が経営するボツリヌストキシン（BTX）、ヒア

ルロン酸等の医療項目について、注入する投与量、方式、

治療過程と使用する調合及び関連処置が異なるため、営業

秘密に属すると主張したが、現在の美容医療市場の発展は

盛んで、美容医療事業者が上述の医療項目を経営すること

はもはや少なくない。原告は、上述の医療処置が一般の美

容医療事業が実施しているものよりも優れているところを

証明できず、その調合等の情報が一般の人に知られている

情報ではないことも証明しない場合、それが保護を受ける

べき営業秘密であるとの主張を採用する余地はない。 

士林地裁 2011年度重労訴字第 2号判決 

100 2  
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本条は雇用関係における営業秘密所有権の帰属に関する規定である。被

雇用者が職務上研究又は開発した営業秘密については、雇用者が企画、

監督執行を担い、被雇用者も既に給与等の対価を取得しているため、雇

ü 多くの特許証に記載されている通り、単純に無電解金め

っきの技術を LEDの製造工程に応用するだけで、従来技

術と異なるその他の技術的特徴がない場合、単に係争特

許の出願前に既に存在していた技術的思想だけである

と言え、秘密性の構成要件を満たすとは言い難く、如何

なる者も特許公告を経た技術内容が自分の営業秘密で

あると宣言することはできない。 

ü 控訴人は、Epithasの製造工程及び TMXシリーズのめっ

き溶液は自分が所持した製造工程及びめっき溶液で、か

つ元々PCBプリント基板に関する製造工程に用いられて

いたものであり、また控訴人は当該溶液を販売し、かつ

LED に用いるためその調合を変えたと主張した。若し控

訴人の上述した主張が認められれば、それらは控訴人が

所持している独特の営業秘密であるということができ

る。しかし、被控訴人の係争特許において、Epithas TMX

シリーズ溶液に関する調合が一切開示されていなかっ

たため、被控訴人が不正な手段により、控訴人の営業秘

密を窃取して係争特許を完成させたことがあることを

証明するのは困難である。 

知財裁判所 2011年度民専上字第 17号判決 

100 17  

第3条  被雇用者が職務上研究又は開発した営業秘密は、雇用者に帰

属する。ただし、契約に別段の定があるときは、その定めるとこ

ろによる。 

2  被雇用者が職務上研究又は開発したものでない営業秘密は、被

雇用者に帰属する。ただし、その営業秘密が雇用者の資源又は経

験を利用したものであるときは、雇用者は合理的な報酬を支払え

ば当該事業においてその営業秘密を使用することができる。 
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用者が所有するものとすべきである。しかし、双方の意思を尊重するた

め、契約によって別途定めることもできる。他方、職務上研究又は開発

したものでない営業秘密は被雇用者が所有するものとすべきである。し

かし、その営業秘密は、被雇用者が雇用者の資源又は経験を利用したも

のであるときは、雇用者に合理的な報酬を支払えば当該営業秘密を使用

できる権利を付与すべきである。被雇用者による雇用者の資源又は経験

の利用の有無、合理的な報酬を定める方法の問題については、個別案件

の事実状況により認定を行うべきである。 

 

 

 

     本條係有關在委聘關係中，營業秘密所有權歸屬之規定。一般而言，營 

     業秘密之研究或開發，在實務上固以企業в部人員自行完成者居多，惟 

     在外部委聘關係下完成者，亦所在多有，故亦有必要予以明文規範。 

 

本条は委託招聘関係における営業秘密所有権の帰属に関する規定である。

一般的に言うと、営業秘密の研究又は開発について、実務上、もとより

企業内部の人員が自ら完成させる場合がほとんどだが、出資して外部の

人員を招聘する委託招聘関係で完成されたのも少なくはないため、これ

を明文化して規範することが必要である。 

 

営業秘密法第 3条と第 4条を相互に適用するときは、若干の法律の盲点

が生じる可能性がある。例えば、甲社が出資して乙社を招聘し、ある営

業秘密の研究開発に従事させ、乙社の研究開発チームでは合計 5名が研

究開発を担当し、甲社と乙社との間に締結された出資・招聘による営業

秘密の研究開発契約書において、研究開発により完成した営業秘密は甲

社に帰属するという約定があったが、乙社は以前、従業員の研究開発を

奨励することを目的とし、雇用契約に職務上研究又は開発した営業秘密

は従業員と共有し、或いは従業員の所（共）有するものとするが、乙社

が永久に又は一定期間内に当該各営業秘密を無料で使用する権利を有す

るという内容を定めていたため、乙社は甲社に対して契約違反の問題に

直面することとなった。従って、法律上の紛争発生を避けるため、企業

主はまず、企業全体の今後の方向性（例えば、他人の出資を絶対に引き

受けない或いはその他の企業体のための研究開発に絶対に従事しないこ

と）を良く策定し、並びに営業秘密の保護と管理制度を如何に構築して

いくかを考えなければならない。 

 

 

第4条 出資して他人を招聘し、研究又は開発に従事させた営業秘密

について、その帰属は契約の定による。契約による別段の定めがな

い場合、被招聘者に帰属する。ただし、出資者は業務上その営業秘

密を使用することができる。 

第5条 数人が共同で研究又は開発した営業秘密について、その各共

有者の持分は契約の定による。契約による別段の定がない限り、

均等と推定する。 
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本条は数人が共同で営業秘密を開発するとき、その持分の割合に関する

規定である。数人が一定の財産を共有する場合、その持分は契約自由の

原則に基づき、当事者間自らの契約により定められるのは当然であるが、

契約のない場合、民法第 817条及び第 831条の規定により、各共有者の

持分が不明である時は、均等と推定する。しかし、本条を適用するとき

は、前述の 2 条の規定、即ち雇用関係又は委託招聘関係の制限を受ける

ことが常であるため、実際に適用される機会は多くない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本条は営業秘密の譲渡及びその行使の制限に関する規定である。営業秘

密は性質上、譲渡不可能性を有せず、かつ若干の営業秘密については、

事実上分割して営業秘密の一部（例えば、顧客100名のうち50名）とする

ことが可能であるため、本条の第1項に、営業秘密の全部又は一部を他人

に譲渡することができることが明文化されている。このほか、営業秘密

の保有者は1人に限られておらず、2人以上が営業秘密を共同で研究又は

開発する、或いは営業秘密の所有者がその持分の一部を他人に譲渡する

場合、いずれも共有状態になるため、営業秘密は他人と共有することが

できることも規定している。 

 

営業秘密が共有に係るときは、各共有者は営業秘密の使用又は処分につ

き、民法第831条により第819条第2項の法理を準用し、契約による別段の

定がない限り、共有者全員の同意を得なければならないため、本条第2項

の前段に明文化した。また、各共有者の権利濫用を避けるため、正当な

理由なく同意を拒否することは営業秘密の利用を阻害することになるた

め、第2項の但書でその旨を明文化した。 

 

各共有者は、その持分につき、共同研究開発者間の密接な関係及び営業

第6条 営業秘密の全部又は一部を他人に譲渡する又は他人と共有す

ることができる。 

2  営業秘密を共有するときは、営業秘密の使用又は処分につき、

契約による定のない場合、共有者全員の同意を得なければならな

い。ただし、各共有者は、正当な理由のない限り、同意を拒否す

ることはできない。 

3  各共有者は、その他の共有者の同意を得なければ、その持分を

他人に譲渡することはできない。ただし、契約に別段の定がある

ときは、その定めるところによる。 
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秘密の秘密性保護の観点から、その持分の譲渡は、共有者全員によるそ

の持分の権利行使と比べより多い制限を受けるべきであるため、第3項の

前段において、各共有者は、他の共有者の同意を得なければ、その営業

秘密の持分を他人に譲渡することはできないことを定め、民法第831条に

より準用する第818条及び第819条第2項の規定を排除する。しかし、契約

自由の原則に基づき、第3項の但書の規定も設けるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本条は営業秘密の許諾及びその行使の制限に関する規定である。本条第 1

項は、現代の科学技術及び社会的分業に基づき、営業秘密の保有者が営

業秘密を譲渡しないという前提の下で、営業秘密の使用のみを他人に許

諾して報酬を受け取ることができるもので、このような許諾は私権に関

する契約であり、私的自治の原則に基づき、営業秘密の保有者がその許

諾範囲（地域、時間、内容、使用方法又専用又は通常使用許諾等の事項

を含む）により、 自ら使用許諾契約を締結することができることを定め

るものである。 

 

営業秘密の使用許諾契約は、当事者間の信頼関係と密接に関係するため、

ライセンシーは、ライセンサーの同意を得なければ、その使用許諾を受

けた営業秘密を無断で第三者に再許諾することはできない。これによっ

て、営業秘密の保有者の権益保障に寄与し、並びに営業秘密の秘密性の

更なる維持が図られている。そこで本条第 2項でその旨を明文化した。 

 

また、営業秘密が共有に係るときは、営業秘密の秘密性を維持するため、

前条の立法趣旨により、本条第 3項は、共有者全員の同意を得なければ、

他人に当該営業秘営の使用を許諾してはならないことをもう一度表明す

る。しかし、各共有者の権利濫用により営業秘密の使用が阻害されるこ

とのないよう、但書でその旨を定めた。 

 

第7条 営業秘密の保有者は、その営業秘密の使用を他人に許諾する

ことができる。その使用許諾の地域、時間、内容、使用方法又は

その他の事項は、当事者間の約定による。 

2  前項の使用許諾を受けた者（ライセンシー）は、営業秘密保有

者の同意を得なければ、その使用許諾を受けた営業秘密の使用を

第三者に再許諾してはならない。 

3  営業秘密の共有者は、共有者全員の同意を得なければ、他人に

当該営業秘密の使用を許諾することはできない。ただし、各共有

者は、正当な理由ない限り、同意を拒むことはできない。 
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本条の立法理由は「営業秘密について質権及び強制執行の対象とするこ

とができる場合、返済を受けられず競売が実行される時、入札に参加し

ようとする者にとって、営業秘密の内容を理解した上で、その入札価格

を決める必要があり、そうすると、競売に参加した全ての入札者に他人

の営業秘密を知る機会を与えることになるため、営業秘密の保有者に対

する保護は明らかに不完全となる。また、営業秘密は登記、公告等の公

示制度がなく、商標権、専利権、著作権の質権設定契約の登録のように

対抗効力を発生させることができないため、営業秘密を質権の対象とす

ることは妥当ではなく、本条で営業秘密は、質権及び強制執行の対象と

することはできないことを明確に定める。」と考えられている。簡単に

言えば、もし営業秘密を質権又は強制執行の対象とすることができれば、

元の保有者が債務を返済できず、その営業秘密が競売にかけられること

になる場合、入札に参加し又は購入しようとする者にとって、入札する

か否か又は入札の金額の高低の決定のため、その営業秘密の実質的な内

容を知りたくなるのは必然である。この時、営業秘密の内容は不特定の

人に対して開示されるざるを得なくなり、営業秘密の秘密性が喪失させ

られることは、明らかに妥当ではない。従って、営業秘密の特性を考慮

した上で、営業秘密は質権及び強制執行の対象とすることはできないと

特に規定する。 

 

 

 

 

 

 

      

       

 

 

 

 

本条は法令上の営業秘密保持義務を課された者のために設けられた規定

であり、以下の 3つが含まれる。 

ü 公務員の守秘義務： 

公務員が公務執行により他人の営業秘密を知悉し又は所持することは

第 8条 営業秘密を、質権及び強制執行の対象とすることはできな 

い。 

第9条 公務員が公務執行の過程で他人の営業秘密を知悉し又は所持

したときは、それを使用又は理由なく漏洩してはならない。 

2  当事者、代理人、弁護人、鑑定人、証人及びその他の関係者は、

司法機関の調査又は審理により、他人の営業秘密を知悉し又は所

持したときは、それを使用又は理由なく漏洩してはならない。 

3  仲裁人及びその他の関係者が取り扱う仲裁事件においても、前

項の規定を準用する。 
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よくある。営業秘密が公務員に使用され又は理由無く漏洩されること

により損害が生ずることを避けるため、その守秘義務を課すものとす

る。 

ü 司法手続に参加した者の守秘義務： 

営業秘密の保護要件の一つとして秘密性が求められる。しかし、営業

秘密に係る訴訟の進行過程で、多くの関連者がその営業秘密を知悉し

又は所持することは避けられないことであり、知悉し又は所持した者

が無断でそれを漏洩し又は使用する場合、営業秘密に対する侵害を構

成することになり、営業秘密の二次被害を避けるため、訴訟手続にお

ける当事者、代理人、弁護人、鑑定人、証人及びその他の関係者に守

秘義務を課すものとする。 

ü 仲裁事件に関与した者の守秘義務： 

仲裁は訴訟に類似するところがあるため、営業秘密が仲裁手続に係る

人員、例えば書記官、通訳、タイピスト等の秘密漏洩により侵害され

ることを避けるため、これらの人にも守秘義務を課す必要があるとさ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本条は営業秘密侵害の行為態様に関する規定であり、本条所定の侵害類

型は全部で 5 つある。以下それぞれの類型について説明する。 

 

第10条 次の各号のいずれかに該当するときは、営業秘密の侵害とす

る。 

一、 不正な手段により営業秘密を取得するとき。 

二、 それが前号に該当する営業秘密であることを知悉し又は重

大な過失により知悉しないで、その営業秘密を取得し、使用

又は漏洩するとき。 

三、 営業秘密を取得した後に、それが第1 号の営業秘密であるこ

とを知悉し又は重大な過失により知悉しないで、それを使用

又は漏洩するとき。 

四、 法律行為によって取得した営業秘密を、不正な手段で使用又

は漏洩するとき。 

五、 法令により営業秘密を守る義務がありながら、それを使用又

は理由なく漏洩するとき。 

2  前項にいう不正な手段とは、窃取、詐欺、脅迫、賄賂、無断複

製、秘密保持義務違反、他人を誘引して秘密保持義務に違反させ

る行為、又はその他これらと類似の手段をいう。 
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ü 不正な手段により営業秘密を取得する行為： 

いわゆる不正な手段とは、本条第 2項の規定により、窃取、詐欺、脅

迫、賄賂、無断複製、秘密保持義務違反、他人を誘引し秘密保持義務

に違反させる行為、又はその他これらと類似する手段をいう。不正な

手段により他人の営業秘密を取得するときは、営業秘密の侵害を構成

する。不正な手段により営業秘密を取得する者と営業秘密の保有者と

の間に雇用関係又はその他の法律関係を有するか否かを問わず、一般

に言われる「経済スパイ」又は「産業スパイ」とは本号所定の行為を

指す。 

ü それが前号に該当する営業秘密であることを知悉し又はは重大

な過失により知悉しないで、その営業秘密を取得し、使用又は漏洩す

る行為： 

前号は、行為者自身が不正な手段により他人の営業秘密を取得する

者を規制対象とする一方で、本号は、転得者を規制対象とする。転

得者自身には不正な取得行為はないが、その営業秘密は他人により

不正な手段で取得したものであるため、営業秘密の保有者の正当な

利益を確保すると共に、その営業秘密が引き続き流出、公開される

ことを防ぐため、本号を定める必要がある。しかし、本号に規定す

る対象は転得者のみであり、それ自身はそもそも不正行為がないた

め、重い責任を負わせるべきではない。従って、本号は、他人が不

正な手段で取得した営業秘密であることを知って、又は重大な過失

により知らない場合にのみ、責任を負うものとする。若し、それが

善意（知悉していない）かつ無過失又は軽過失のみでその営業秘密

を取得し、使用又は漏洩する行為は、原則として、営業秘密の侵害

を構成しないと考えられる。 

ü 営業秘密を取得した後に、それが第 1号の営業秘密であること

を知悉し又は重大な過失により知悉しないで、それを使用又は漏洩す

る行為： 

本号と前号には類似点があり、両者はいずれも他人が不正な手段に

より営業秘密を取得した後、その営業秘密が引き続き流出、公開さ

れることを防ぐことを目的とする。その相違点は、前号ではその転

得者が営業秘密を取得した当時、既にその営業秘密が不正な手段に

より取得されたものであることを知り、又は重大な過失により知り

得た場合を規定し、本号では、転得者がその営業秘密を取得した当

時、知悉せず、また重大な過失もなく、その取得後に、はじめて営

業秘密に係る侵害事実を知り、又は重大な過失により依然として知

らない場合に、それを使用又は漏洩してはならないことを定めるこ

とにある。 
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ü 法律行為によって取得した営業秘密を、不正な手段で使用又は

漏洩する行為： 

本号は、雇用、委任等の双方行為又は代理権の許諾等の単独行為に

基づく営業秘密侵害を規制するものである。本号の特徴は、被雇用

者、受任者、代理人又は取引相手方が雇用者、委任者、本人又は他

方の営業秘密を取得する場合、これは往々にして当該関係に基づい

て「正当な手段で取得」したものであり、即ちその営業秘密は不正

な手段により取得したものではなく、この点は前 3号の規定と異な

る。この正当な手段で取得した営業秘密が不正な手段で使用され、

又は漏洩される場合、営業秘密の保有者に与える損害は前 3号の状

況と比べてより深刻であるため、これも規制を行う必要がある。 

ü 法令により営業秘密を守る義務がありながら、それを使用又は

理由なく漏洩する行為： 

        本号は、法令により守秘義務を課される者を規制するものである。そ

の者は正当な手段によりその営業秘密を知り得たが、法令により守

秘義務を有するため、その知悉する営業秘密を使用し又は理由なく

漏洩することはそもそも権利侵害行為を構成するものである。しか

しながら本法において、営業秘密のより一層の周到な保護を図るた

め、本法でももこのような行為を侵害態様の一つとする。これによ

り、一方では、営業秘密に係る侵害行為の態様をより完備させると

同時に、他方では、被害者が本法の規定の適用により、更なる健全

な保護を受けられるようにするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

営業秘密は相当な独占性と排他性を有するため、営業秘密が侵害さ

れる事情がある場合、被害者にその侵害の排除を請求する権利を付

与し、また、侵害されるおそれがあるときもその侵害の予防を請求

する権利を付与しなければならない。この 2つの不作為請求権は準

物権の効力を有するため、第 12条所定の債権効力のみを有する損害

賠償請求権とは異なる。また、この二つの不作為請求権は、侵害者

第11条 営業秘密が侵害されたときは、被害者は、その侵害の排除を

請求することができる。又、侵害のおそれがあるときは、その予

防を請求することがきる。 

2  被害者は、前項の請求をするとき、侵害行為によって作成され

た物又は専ら侵害行為をなすために使われた物の廃棄、又はその

他必要な措置を請求することができる。 
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の故意又は過失を要せずに、侵害し又は侵害するおそれがあると認

められる客観的事情が生じる（それ故、実際の損害発生も必要では

ない）だけで、営業秘密の保有者がすぐ行使することができ、並び

に裁判上又は裁判外の請求をすることができる。また、本条第 2項

は第 1項の拡充規定で、単独で請求することはできず、前項の請求

と併せて請求しなければならない。 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

 

本条第 1項は営業秘密の損害賠償請求権に関する規定である。営業秘

密の侵害により、営業秘密の保有者等が損害を受けることはよくある。

損害賠償の法理に基づき、侵害者が故意又は過失によって営業秘密を

不法に侵害した場合、被害者に侵害賠償請求権を行使できる権利を付

与することにより、その損害を補填することとする。本条第 2項は損

害賠償請求権の消滅時効に関する規定である。これによって、被害者

が自分の権利の行使を怠ることで、法律秩序が不安定な状態に置かれ

ることを避ける。消滅時効制度の趣旨は、即ち権利の上に眠る者は法

律上保護されず、損害賠償請求権が永遠に存続することを認めないこ

とにある。 

 

 

 

 

       

 

    

第12条 故意又は過失により不法に他人の営業秘密を侵害した者は、

損害賠償の責任を負う。数人が共同して不法に侵害したときは、

連帯して賠償責任を負う。 

2  前項の損害賠償請求権は、請求権者がその行為及び賠償義務を

負う者の存在を知った時から2 年間行使しないときは、消滅する。

その行為の時から10 年を経過したときも、同様とする。 

 

第13条 前条により損害賠償を請求するとき、被害者は、次の各号の

いずれかの方法を選択し、請求することができる。 

一、 民法第216 条の規定により請求する。ただし、被害者がその

損害を証明できないときは、その営業秘密の使用により通常予期

できる利益から、侵害を受けた後に同一の営業秘密の使用により

得た利益を差し引いた額を、その損害の額とすることができる。 

二、 侵害者が侵害行為により得た利益を請求する。ただし、侵害

者がそのコスト又は必要経費について証明できないときは、その

侵害行為により得た収入の全部を、その得た利益とする。 

2  前項の規定により、侵害行為が故意であるときは、裁判所は被

害者の請求により、その侵害状況を斟酌して損害額以上の賠償を

算定することができる。ただし、その額は、既に証明された損害

額の3 倍を超えてはならない。 
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知的財産権又は無形財産権の侵害による損害が発生するとき、その損

害賠償額の算定と認定は従来、有形の財産と比べより困難であり、営業

秘密の損害賠償も同様である。従って、本条第 1項にて 3つの算定方法

を提供し被害者がこれを選択するものとする。 

ü 民法第 216 条の一般規定により損害賠償額を算定する。即ち被害者の

受けた損害及び逸失利益に限られる。 

ü 被害者は民法第 216 条の規定によりその損害を証明できないときは、

その通常予期できる利益から、実際に得た利益を差し引いた差額を、

その損害賠償額とすることで、実際の損害が証明できずに求償できな

いことを避ける。 

ü 被害者は、侵害者が侵害行為により得た利益を損害賠償額とすること

ができる。また、但書の規定は立証責任の転換に関するものであり、

その立証責任を侵害者側に転換することで、その損害賠償額を減少さ

せるものである。侵害者が立証を放棄し、又は立証できないときは、

その侵害行為により得た利益の総額を損害賠償額とする。 

また、本条第 2項は故意による侵害者の損害賠償を加重する規定であ

り、高倍率の賠償額により故意による侵害発生の減少を図るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 13 条の 1 自己若しくは第三者の不法な利益を図り、又は営業秘

密保有者の利益に損害を加える目的で、次の各号のいずれかに該

当する者は、5年以下の有期懲役若しくは新台湾ドル 100万元以上

1,000万元以下の罰金に処し、又はこれを併科することができる。 

一、 窃取、横領、詐術、脅迫、無断複製又はその他の不正な手段

により営業秘密を取得し、或いは取得した営業秘密を使用、漏

洩した者。 

二、 知悉し又は所持している営業秘密について、許諾を得ずに、

又は許諾範囲を超えて当該営業秘密を複製、使用又は漏洩した

者。 

三、 所持している営業秘密について、営業秘密の保有者から削

除、廃棄すべき旨の通知を受けた後も、当該営業秘密を削除、

廃棄せず又は隠匿した者。 

四、 他人が知悉し又は所持している営業秘密が前 3 号に定めた

事情に該当することを明らかに知りながら、取得、使用又は漏

洩した者。 

2  前項の罪の未遂は、罰する。 

3  罰金に処するときは、犯罪行為者の得た利益が罰金の最多額を

超えた場合、その得た利益の3倍の範囲内で酌量加重をすることが

できる。 
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本条と第 13条の 2、第 13条の 3及び第 13条の 4はいずれも新設条文で

あり、2013年 1月 11日、立法院の第三読会で最終可決され、同年 1月 30

日に総統令により公布され、2月 1日をもって正式に発効することになっ

た。本条の内容は営業秘密侵害の刑事責任に関する規定である。本条を新

設する理由は以下の通りである。 

ü 国際的な立法趨勢において、営業秘密侵害行為の刑事責任の新設又は

その刑罰の加重が重要な趨勢となっている。 

ü 近年来、台湾の産業界では、離職者が元々在籍していた会社の営業秘

密を盗用又は外部に漏洩し、また不法な手段により台湾産業におけ

る営業秘密を窃取したいくつかの重大な事件が相次いで発生してお

り、産業の重要な研究開発成果を侵害するのみならず、産業の公平

な競争にも深刻な影響を及ぼしている。 

ü 現行刑法の第 317条、第 318条、第 318条の 1、第 318 条の 2（訳注：

以上の条文は工商秘密漏洩罪に係る規定）、第 359条（訳注：電磁的

記録無断取得・削除・変更罪）では、営業秘密侵害に関する刑事責

任が定められているが、その行為態様は完全性に欠け、かつ法定刑

が軽すぎるため、営業秘密法を改正する必要がある。 

 

 

本条第 1項には 4つの営業秘密侵害の行為態様が列挙され、それぞ

れのポイントは以下の通りである。 

ü 行為者が、窃取、横領、詐術、脅迫、無断複製又はその他の不正な手

段により営業秘密を取得し、又は取得した営業秘密を使用、漏洩した

場合： 

Õ 行為主体如何を問わず、行為主体の身分、資格又は具備すべき特

定関係に制限を設けていない。 

Õ 窃取とは、他人の意思に反し若しくはその同意を得ることなく、

他人の営業秘密に対する所有状態を壊してその秘密を自己の支

配下に置く行為を指す。 

Õ 横領とは、所持の意思を所有の意思にする行為であり、即ち自己

の所持する他人の営業秘密を自己の所有にする行為を指す。 

Õ 詐術とは、不実の情報を伝える行為を指し、事実を捏造、歪曲し

又は隠蔽する等の手段を含む。 

Õ 脅迫とは、言語、動作の方法で害を加える旨を告知し又は予告す

新設理由 

行為態様 
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ることにより、他人の意思又は行動を妨害することを指す。 

Õ 無断複製とは、行為者が営業秘密の所有者の同意を得ることなく

複製する行為を指す。また、複製とは、印刷、複写、録音、録画、

撮影、筆記又はその他の方法により営業秘密を直接的、間接的、

永久的若しくは一時的に複製することを指す。 

Õ その他の不正な手段とは、列挙される窃取、横領、詐術、脅迫、

無断複製等の不正手段のほか、その他の例えば行為者が他人の営

業秘密を意図的に取得して様々な行為手段を利用し、例えばのぞ

き見、盗聴等により当該営業秘密を取得する行為手段も含まれる。 

Õ 行為者が窃取等の不正手段により営業秘密を取得した後にその

営業秘密を使用、漏洩する行為。例えば、営業秘密を含んだ電磁

的記録を無断複製して電送の手段で他人に漏洩すること。 

ü 知悉し又は所持している営業秘密について、許諾を得ずに、又は許諾

範囲を超えて当該営業秘密を複製、使用又は漏洩した場合： 

契約関係又は許諾契約により営業秘密を合法的に知悉し又は所持し

ている者が、許諾を得ずに、又は許諾範囲を超えて当該営業秘密を複

製、使用又は漏洩したときは、第１号における不正な手段による取得、

使用又は漏洩行為に該当しないため、明文化する必要がある。 

ü 所持している営業秘密について、営業秘密の保有者から削除、廃棄す

べき旨の通知を受けた後も、当該営業秘密を削除、廃棄せず又は隠匿

した場合： 

本号の適用対象は、営業秘密を所持する者である。科学技術の進歩

と発展により、電磁的記録を消去、廃棄する行為があっても、情報

技術を通してその営業秘密が復元される可能性があるため、行為者

は、表面上営業秘密を含んだ電磁的記録を消去、廃棄したが、その

電磁的記録を密かに隠匿する可能性がある。従って、「隠匿」を明文

化する必要がある。 

ü 他人が知悉し又は所持している営業秘密が前 3号に定めた事情に該

当することを明らかに知りながら、取得、使用又は漏洩した場合： 

        本号の処罰対象は、営業秘密の悪意の転得者であり、かつその悪意の

転得者が直接故意である場合に限り、本号に該当する。 

そのほか、法定刑の部分に関しては、第 13条の 1の規定を犯す法

定刑は 5年以下の懲役若しくは新台湾ドル 100万元以上 1,000 万元

以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

       
未遂犯 
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刑法上の目的財産犯には未遂犯の処罰規定を置く場合が多いため、本条

の第 2項にも、未遂犯はこれを処罰する規定が置かれている。 

 

本条第 1項には既に罰金刑を科す規定があるが、営業秘密の侵害行為によ

って犯罪行為者に莫大な不法利益をもたらし、更には罰金刑の上限を超え

る可能性があるため、加重処罰の規定を新設する必要がある。犯罪行為者

の得た利益が罰金の最多額を超えるときは、その得た利益の 3 倍の範囲内

で罰金の酌量加重できることにしたことで、営業秘密の侵害行為を更に抑

止する目的を達成できるものとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本条は、国外での使用を図り、第 13条の 1の罪を犯した場合の加重処罰

の規定である。行為者が台湾人民の営業秘密を不法に取得し、しかもそ

れを国外で使用する意図があった場合、台湾産業の国際競争力に深刻な

影響を及ぼし、それはより非難され得るため、ドイツの不正競争防止法

第 17条第 4項、韓国の不正競争防止法第 18条第 1項の規定を参照して

加重処罰を明文化する。本条に係る法定刑は 1年以上 10年以下の有期懲

役若しくは新台湾ドル 300万元以上 5,000万元以下の罰金の併科である。    

       

 

刑法上の目的財産犯には未遂犯の処罰規定を置く場合が多いため、本条

の第 2項にも、未遂犯はこれを処罰する規定が置かれている。 

罰金加重 

第 13 条の 2 外国、中国、香港又はマカオでの使用を図り、前条第

１項各号所定の罪を犯す者は、1 年以上 10 年以下の有期懲役に処

し、新台湾ドル 300 万元以上 5,000 万元以下の罰金を併科するこ

とができる。 

2  前項の罪の未遂は、罰する。 

3  罰金に処するときは、犯罪行為者の得た利益が罰金の最多額を

超えた場合、その所得利益の2倍から10倍の範囲内で酌量加重をす

ることができる。    

新設理由 

未遂犯 
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本条第 1項には既に罰金刑を科す規定があるが、国外での営業秘密の

侵害行為は犯罪行為者に莫大な不法利益をもたらし、更には罰金刑の最

多額を超える可能性があるため、加重規定を新設する必要がある。犯罪

行為者の得た利益が罰金の最多額を超えたときは、その得た利益の 2～10

倍の範囲内で罰金を加重することができることで、国外での営業秘密の

侵害行為を更に抑止する目的を達成する。 

 

今回、刑事責任を新設する過程において、台湾の智慧局はその他の多

くの先進国の営業秘密保護に関する立法例を広範に参照しながら、各国

における営業秘密侵害の法定刑の軽重について台湾との比較を行った。

その結果について参考のため以下の表を提供する。 

国家 侵害に係る刑罰の軽重 

米国  経済スパイ罪：自然人については 50万ドル以下の罰

金若しくは 15 年以下の有期懲役又はこれを併科さ

れ、法人については 1,000 万ドル以下の罰金に処せ

られる。 

 営業秘密窃取罪：自然人については 50万ドル以下の

罰金若しくは10年以下の有期懲役又はこれを併科さ

れ、法人については 500万ドル以下の罰金に処せら

れる。 

日本 10年以下の有期懲役若しくは 1,000万円以下の罰金又は

これを併科される。 

ドイツ  第 17条： 3年以下の有期懲役若しくは罰金又はそれ

を併科される。特に重大な事件については、5年以下

の有期懲役若しくは罰金又はこれを併科される。 

 第 18条：2年以下の有期懲役若しくは罰金又はこれ

を併科される。 

 第 19条：2年以下の有期懲役若しくは罰金又はこれ

を併科される。 

韓国  国内犯罪：5年以下の有期懲役若しくは所得利益 2～

10倍の罰金に処する。 

 国外犯罪：10年以下の有期懲役若しくは所得利益 2

～10倍の罰金に処する。 

台湾  一般の営業秘密侵害罪：5年以下の有期懲役若しくは

罰金加重 
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     刑法において、刑法第 317条、第 318条、第 318条の 1、第 318条の 2

及び第 359条を含む営業秘密に関する犯罪は、いずれも親告罪であるこ

とを考慮して、本条の罪も親告罪とする。これにより、被害者と行為者

とに裁判外での和解の機会を与えることで紛争を解決できると共に、司

法資源の節約を図る。 

 

 

     営業秘密の侵害事件において、証拠の取得が極めて困難であるため、被

害者が調査に協力する一部の被告に対して告訴を取り下げることができ

るようにすれば、犯罪事実の発見に役立ち、「告訴不可分の原則」と比べ

調査の利便性をより一層促進することができる。それから、国外の立法

例においても、「内輪もめ」というやり方で犯罪証拠を取得することがよ

く見受けられる。例えば、米国司法省では、最初に通報し、また証拠を

提供する被告に対して刑罰の免除等の寛容な政策（リニエンシー制度)を

採っているため、米国司法省はしばしば複雑かつ証拠収集の難易度が極

めて高い国境を越えた反トラスト事件について罪を決定することができ

る。また、台湾の立法例において、公平交易法（訳注：日本不正競争防

止法・独占禁止法に相当）第 35条の 1におけるカルテル行為への調査協

力に係る寛容条項及び証人保護法第14条における証人免責協議条項が定

められている。従って、行為者の一人に対して告訴する又は告訴を取り

新台湾ドル 100万元以上 1,000万元以下の罰金に処

し、又はこれを併科する。 

 国外加重：1年以上 10年以下の有期懲役若しくは新

台湾ドル 300万元以上 5,000万元以下の罰金に処し、

又はこれを併科する。 

第 13条の 3 第 13条の 1の罪は、告訴がなければ公訴を提起するこ

とができない（親告罪とする）。 

2  共犯の一人に対して告訴する又は告訴を取り下げたときは、そ

の効力はその他の共犯に及ばない。 

3  公務員又は元公務員であった者が、職務により他人の営業秘密

を知悉し又は所持し、故意に前二条の罪を犯した場合、その定た

めた刑の二分の一まで加重する。 

親告罪 

告訴可分 
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下げたときは、その効力はその他の者に及ばないことは、犯罪事実の発

見及び違法証拠の取得に資するため、第 2項に告訴又は告訴取り下げの

可分原則を明文化する。 

 

     

      

公務員又は元公務員であった者が職務により他人の営業秘密を知悉し又

は所持する可能性があることに鑑み、公務員が理由なくその営業秘密を

漏洩することを避けるため、また公務員の身分の特殊性を考慮し、公務

員の漏洩行為についての処罰を加重する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

両罰規定とは、同一犯罪行為について行為者及びその企業組織を同時に

処罰することをいう。行為者にとっては、その違法な犯罪行為による処

罰であり、企業組織にとっては、その監督上の注意義務に最善を尽くし

ていないことによる処罰である。法理から言えば、処罰を受ける企業組

織に対して、その処罰は従属性を有し、行為者が処罰を受けることを前

提としなければならない。 

 

 

本条但書の免責規定により、法人又は自然人の雇主には、事後にその営

業秘密侵害の発生防止に尽力したことを立証できる機会が与えられてい

る。これにより、企業は、社員個人の違法行為による企業イメージの低

下を回避することができ、巨額な罰金の支出を回避することもでき、更

に企業に犯罪発生の未然防止に尽力するよう奨励することで、犯罪予防

効果を果たすことができる。法人がどのような措置を講じて、はじめて

監督上の防止義務に最善を尽くしたと認められるかについては、原則と

して、裁判所に個別具体的な事実関係による認定を任せるべきである。

しかし、現行の実務では、多くの会社が新入社員を雇用する際に、社員

第 13 条の 4 法人の代表者、法人又は自然人の代理人、被雇用者又

はその他の従業員が、業務の執行により第 13条の 1、第 13条の 2

の罪を犯したときは、当該条文規定によりその行為者を罰するほ

か、その法人又は自然人に対しても当該条文の罰金刑を科する。

ただし、法人の代表者又は自然人が犯罪発生の防止に尽力した場

合は、この限りではない。 

公務員の加重処罰 

両罰規定 

免責規定 
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に宣誓書への署名を求め、その社員が元の会社から如何なる営業秘密を

も新会社へ持ち込んでいない旨を確認することにより、新会社がその他

の会社の営業秘密を取得しようとする意図がない旨を保証し、かつ他人

の営業秘密侵害を回避するため、在職期間における社員への教育訓練を

強化し、社員へ知的財産を尊重するよう指導する仕組みが講じられてお

り、参考に値する。 

       

 

      

 

 

 

 

 

 

本条は営業秘密訴訟事件の審理に関する特別規定である。営業秘密関係

事件の専門性に鑑み、裁判官の専門的知識不足で法律適用時の困難が生

じることを回避するため、本条第 1項に、営業秘密に関する訴訟事件を

審理するため、裁判所は、専門法廷を設け又は担当者を指定してその処

理に当たらせることができることを明文化する。このほか、台湾の訴訟

制度においては、裁判公開主義が採用されているが、営業秘密事件に関

する審理の過程において、当事者が提出した攻撃又は防禦方法が営業秘

密に関わるものである場合、依然として一律に公開審理を実施すると、

営業秘密の二次被害を受ける可能性があるため、妥当ではない。従って、

第 2項の規定を設けた。 

 

 

 

 

 

 

 

     本条は営業秘密の互恵（相互の保証）保護に関する規定である。営業秘

密法は台湾のみの法律であり、台湾の法律の裁判権が及ぶ範囲でのみそ

の効力が発生する。そこで、外国人の営業秘密が台湾の営業秘密法を適

用して保護を受けられるか否かについては、国際貿易、技術交流が頻繁

に行われる現代において、これを規制しなければならない。従って、本

条において特に互恵的保護原則に関する規定を設けるものである。 

第14条 営業秘密に関する訴訟事件を審理するため、裁判所は、専門

法廷を設け又は担当者を指定してその処理に当たらせることがで

きる。 

2  当事者が提出した攻撃又は防禦方法が営業秘密に関わる場合、

当事者の申立を経て、裁判所が適当と認めたときは、裁判を非公

開とし、又は訴訟資料の閲覧を制限することができる。 

 

第15条 外国人の属する国と台湾との間に、営業秘密の相互保護に関

する条約又は協定がなく、又はその本国の法令により台湾人民の

営業秘密を保護しないときは、その営業秘密を保護しないことが

できる。 
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第 16条 この法律は、公布の日から施行する。 
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第二章  営業秘密に関する重要事例の紹介 

営業秘密をめぐる裁判例を収集し、更に整理分析した結果を踏まえて、営業秘

密侵害事例の類型について、大きく分けると以下の 4大類型に分類することが

できる。即ち、「営業秘密の国内漏洩」、「営業秘密の国外漏洩」、「仮処分の予

防措置」及び「競業避止条項の合理性判断」である（下図を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事実概要 裁判所の判決 

被告甲は元A社に勤務し、離職

前に業務上所持した会社の商

業秘密を個人のメールボック

スに転送し、その後コンピュー

タ秘密を漏洩する犯意に基づ

き、A社から取得した商業秘密

V 刑法 359における理由なき電磁的記録

取得罪とはならない：  

刑法第359条の理由なき電磁的記録取得罪

でいう「理由なく他人のコンピュータの電

磁的記録を取得する」とは、システムに侵

入する権限がないことを前提とし、アクセ

事例類型一：営業秘密の国内漏洩 

CASE 1 

事例類型 
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を複製しノードブックパソコ

ンに保存したうえで、B社の関

連部門に引き渡した。その後、

B社の関連部門はA社のチップ

型番等のキーワードで秘密を

検索できるようになり、また甲

自らがB社で職務を執行する際

にもA社の商業秘密を使用し

た。 

 

 

スの許諾を得ていない電磁的記録に接触

し、密かに探ると同時に、電磁的記録を複

製することを指す。本件では、甲が在職期

間においてA社の営業秘密の電磁的記録を

合法的に取得した以上、その後不正に使用

又は漏洩する行為があったとしても、刑法

第359条の構成要件に該当しない。 

V 刑法 342における背任罪とはならない： 

公訴の起訴状では、被告が自己若しくは第

三者の利益を図り、又は本人の利益に損害

を加える不法な意図があったことが証明さ

れず、かつ被告がA社勤務において産業スパ

イとして役割を果たしたことを証明できる

証拠もないため、被告が電磁的記録ファイ

ルを取得、保存及び発信した時には、漏洩

の動機又は目的がないため、刑法第342条の

背任罪に該当しない。 

V 刑法 317、381-1、381-2の罪となる： 

起訴状における被告の犯罪事実欄の(二)、1

に示された行為は、刑法第317条の工商秘密

漏洩罪を犯したものであり、それがコンピ

ュータを利用した漏洩であるため、刑法第

318条の2によりその刑罰を加重する。被告

の犯罪事実欄の（二）2と3に示された行為

は、いずれも理由なくコンピュータを利用

することで所持した他人の商業秘密を漏洩

したものであり、いずれも刑法第318条の1

のコンピュータ秘密漏洩罪となる。 

 

 

 

 

事実概要 裁判所の判決 

A社は B社の実験室に、まだ市

販されていない携帯電話のプ

ロトタイプのテストを依頼し

（一）甲の行為は、刑法第317条の業務上知

悉し又は所持している企業の秘密を

漏洩する罪を犯したものであり、それ

CASE 2 
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た。B社のエンジニア甲がその

テスト用の携帯の写真を撮り、

更にその写真を Facebook にア

ップロードした。A 社は怒り、

3ヶ月連続で B社に発注せず、

また当該委託案件の報酬も支

払わなかったため、B 社は甲を

提訴した。 

がコンピュータ設備の利用によって

漏洩されたため、刑法第318条の2によ

りその刑罰を加重しなければならな

い。 

（二）甲は 2012年 4月 25日に、掲示板サ

イト「Mobile01（訳注：台湾の大手掲

示板サイト）」及びソーシャルネット

ワークである「Facebook」でそれぞれ

B社がテストを受託した携帯電話の外

観を漏洩した。その行為はいずれも、

B社の企業秘密を漏洩したものとな

る。その各犯罪の時間の近接性、侵害

法益の同一性から見て、単一の犯意の

下で行われた接続行為となるのは明

らかであり、接続犯に属するため、一

罪となりえると言わなければならな

い。 

（三）各要素を参酌した結果、甲を有期懲

役 6ヶ月に処し、罰金に転換する場合、

1日新台湾ドル 1,000元として換算す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事実概要 進捗状況 

甲は 2002年に A社に入社し 2007年

に離職するまで A社で副総経理とプ

ラットフォーム事業マザーボード事

業処／調達処の総経理を担当し、チ

ップセット市場について熟知してい

た。消息筋により、甲は離職時に 40

人規模の研究開発チームを引き連れ

2012年 8月 30日、検察は初めて保智

大隊（訳注：台湾における模倣品を取

り締まる専門の警察部隊である）の警

官を指揮して甲らに対する証拠収集

を行うと共に、数度に渡り取調べ室で

の案件調査を行った。新聞報道による

と検察官は取調べ室で、営業秘密の剽
CASE 3 

CASE 3 
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て B社へ移った。その後 A社は B社

が採用した USB3.0 の技術が、既に A

社の USBに関する研究開発成果を侵

害していると認識したが、当時は営

業秘密法に刑事責任がまだ規定され

ていなかったため背任及び著作権侵

害でのみ告訴した。 

窃又は複製に係るか否かを精査する

ため、甲らに A社の指す回路図作成ソ

フトウエアに関する資料の提示を要

求したが甲らは提供を拒絶した。そこ

で検察は 2013年 4月 16日、案件状況

をクリアにするため強制捜査を行い、

関連する証拠物を差し押さえた。 

 

 

 

 

事実概要 進捗状況 

元々A社に勤務していたエンジニア 4

名が B社に転職し、B社がすぐ出願し

た 2つの特許が特許査定となったた

め A社の疑義を引き起こすこととな

った。A社は当該 2 つの特許権を精査

した後、4名のエンジニアは A社が自

主研究開発した 2つの自動化製造工

程技術の特許出願に関係しており、そ

の営業秘密及び著作権を侵害する疑

いがあると認定した。 

A社はすでに 6月 24日に智慧財産法

院（訳注：日本の知的財産高等裁判所

に相当）に対し、仮の地位を定める仮

処分を申立済みであり、9月 24日に

は台中地方裁判所へ仮差押を申し立

てた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事実概要 進捗状況 

事例類型二：営業秘密の国外漏洩 

CASE 1 

CASE 4 
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A社の幹部甲は離職後、すぐ外国の B

社に転職し、並びに次々と A社のエン

ジニア及び幹部を多数ヘッドハンテ

ィングした。うち、幹部乙、マネージ

ャー丙は、A社のキー文書を B社へ漏

洩した疑いがある。新聞報道による

と、ダウンロード権限のある幹部乙は

在職期間に計画的に A社の機密文書

をダウンロードした疑いがあり、ダウ

ンロード権限のないマネージャー丙

は、10数通の会社メールで一部の機

密文書資料を個人メールに転送した

後ダウンロードして持ち出した疑い

がある。 

地方検察署は 2013年 6月 10 日、甲、

乙の 2名を工商秘密漏洩罪により起

訴した。起訴状では、差押えられた甲

のノートパソコン内に A社の機密の

FIGファイルが多数存在し、専門機関

による鑑定後、A社のパネル PSAディ

スプレイ技術がB社のパネルHVAディ

スプレイ技術と同じところがあるこ

とが実証された。 

事実概要 進捗状況 

A社は B社が A社から離職した職員を

利用して A社の商業秘密を取得した

と訴えた。これによりその 4名の元職

員は商業秘密侵害で起訴され、深圳裁

判所により刑罰が下された。A社は並

びに 2006年に深圳中級人民裁判所、

2007年に香港高等裁判所でそれぞれ

B社に対し民事訴訟を提起し損害賠

償を請求した。香港裁判所での訴訟に

ついて、A社は同年に起訴を取下げ後

再度提起しており、香港裁判所は司法

共助により、深圳裁判所に関連証拠物

の提供を請求した。 

2012年 6月 20日、香港高等裁判所は

原告 A社の控訴を棄却した。その理由

は、裁判の過程において被告 B社はか

つて A社の主張に反論したことがあ

り、該案件の裁判官は B社が反論の過

程で提出した証拠が非常に重大であ

り且つこれらの証拠が成立しないと

明確には証明できなかったとの最終

判定を下したからである。これにより

A社の控訴を棄却すべきと考えた。A

社は今回の判決は本案の法律手続上

の判決というだけであり、双方間にお

ける紛争については引き続き控訴し

て賠償を求めて行くとしている。 

CASE 2 
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事実概要 進捗状況 

A社は先日、同社の副社長兼チーフデ

ザイナー甲、処長乙、デザイナー丙の

3人を、スマホカバーのデザインの外

部委託を偽装し新台湾ドル 1,000万

以上のデザイン費用を横領した疑い

で検察に告訴した。この他に、甲は A

社のスマホのユーザーインターフェ

ースプログラム、モニターインターフ

ェースプログラム等の重大な商業秘

密を窃取し、甲が台湾に設立したスマ

ホデザイン会社 Bへ持ち出し、更には

事前に外国のスマホ業者と交渉し、商

業秘密を研究開発に持ち込もうとし

た疑いがある。 

地方検察署は 8月 30日、調査局北機

処を指揮し、大々的に A社の研究開発

本部を捜索した。甲、乙、丙 3人のオ

フィスと住居の捜索も含まれ、並びに

3人と 4人の証人に深夜尋問を行っ

た。甲ら 3人は証券取引法の背任罪違

反（3〜10年の有期懲役に処すことが

可能）、営業秘密法の秘密漏洩罪違反

（1〜10年の有期懲役若しくは新台

湾ドル 300〜5,000万の罰金に処し、

又はこれ併科することが可能）で起訴

された。 

事実概要 後続処理 

A社の幹部は在職期間に A社内部の機

密情報保護政策及び電子メール監督

管理メカニズムを回避するため、会社

内の機密である製造工程と調合を電

子メールにて社外に申請したもう一

つの自己の電子メールアカウントへ

送信し、その後自宅のパソコンで受信

取得したあと海外の B社へ転送した

2005年に 2社は和解したが、B社はそ

の後、その後 A社の機密を含むコンピ

ューター文書の名称を無断で変更し

文書を廃棄し、双方の和解協議の内容

に違反した疑いがあるとして、A社は

米国にて再度 B社を契約違反で提訴

した。2009年、米国裁判所は A社勝

訴の判決を下し、その後 2社は再度和

CASE 3 

CASE 4 
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事実概要 裁判所の裁定 

甲ら 7人の元 A社の営業部職員は、離

職後すぐ A社とライバル関係にある B

社に転職した。A社は甲らが締結した

競業避止契約に違反し、且つ B社に就

職した後、以前 A社で接触した運送コ

スト、顧客資料などの営業秘密を利用

して A社の顧客に積極的に引き抜き

営業をかけ、A社に重大な損害をもた

(一) A社は甲ら 7人の雇用契約書、

離職引継リスト、A社及び B社

の基本資料明細、B社内部文書

及び内線座席表、A社従業員組

織図、内容証明書、起訴状等の

証拠資料を提出した。しかし上

述の証拠はせめて双方間に確か

に「双方における競業避止契約

疑いがあるとして A 社は該幹部を告

訴した。 

解した。 

事実概要 裁判所の裁定 

A社の研究開発部門の前シニア処長

甲は海外の B社からヘッドハンティ

ングされた。甲は A 社ですでに 10数

年の職歴があることから A社は甲が

会社の機密を B社に漏洩して会社と

国内の関連産業に取り返しのつかな

い損害を引き起こすのではないかと

恐れ、キー技術の機密を保護するた

め、智慧財産法院へ「仮の地位を定め

る仮処分」を申し立てた。 

智慧財産法院の審理後、甲は確かに関

連技術と設計図についての秘密保持

義務を負い、使用、漏洩、並びに第三

者へ探ってもならないと認め、甲は B

社へ転職できるが、A社の営業秘密を

漏洩してはならず、また研究開発部門

のスタッフに資料を提供し、並びに B

社への紹介転職をしてはならないと

する裁定を下した。 

 

事例類型三：仮処分の予防措置 

CASE 1 

CASE 2 
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らしたとして、裁判所へ甲らが引き続

き B社に在職することを禁じるとい

う「仮の地位を定める仮処分」を申立

てた。 

違反したか否か」を争う法律関

係があることが釈明されただけ

で、仮の地位を定める仮処分の

原因は釈明されていない。 

(二) A社が提出した顧客名簿、販

売高比較表、甲らがその職位に

より接触できた機密情報書類な

どの証拠資料を参酌したとこ

ろ、どれも甲らの B社への転職

が、必然的に A社に重大な損害、

緊迫した危険又はその他これら

と類似する状況をひきおこすた

仮処分の原因を釈明することが

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事実概要 裁判所の判決 

A社は 2008年に Matrixシリーズのフ

ァンレス組込み工業用 PCを販売し、A

社の副社長である甲は中国での

Matrix販売、乙は研究開発部長、丙

は製品マネージャー、丁は研究開発副

部長を担当し、乙、丙、丁の 3人は

Matrixシリーズ製品の研究開発を担

当していた。2010年 3月、4月にかけ

て乙、丙、丁が次々と離職し、親友名

義で B社を設立し、そこでファンレス

組込み PCの研究に従事した。2010年

10月には甲が離職し、2010年 10月末

には甲は丙と一緒に A社の北京の顧

(一) 競業避止とは、労働契約の存

続中に労働者がかつて顧客、ソ

ース、製造又は販売過程などの

機密に参与したことがあり、こ

れらの機密の運用が、元雇用主

に重大な危険又は損失を引き起

こす可能性があるもので、労働

契約の終結後、当該労働者に競

業避止義務を課すこととする。

故に会社は顧客ソース、製造、

販売又は会社の営業秘密に参与

したことのある被雇用者と、協

議書を締結し、当該被雇用者が

事例類型四：競業避止条項の合理性 

CASE 1 
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客に B社の製品を強く販売し、その後

も A社の顧客名簿と情報を利用して A

社の中国及びオーストラリア地区に

おける顧客に対し B 社の製品を販促

した。契約により 4 人が競業避止規定

に違反した時には、離職前 12ヶ月の

給与を賠償しなければならないとな

っているため、A社は離職前 6ヶ月の

給与を懲罰性違約金として請求した。 

離職後一定期間内には、元会社

と同一又は類似する会社又はメ

ーカーでの仕事に従事してはな

らないとするものである。 

(二) 競業避止の有効要件は以下を

含む： 

1、企業又は雇用主が特に競業避止

契約により保護を受ける利益

存在を有する。 

2、労働者又は被雇用者の元雇用主

又は会社における職務及び地

位が、確かに元雇用主の営業

秘密を妨害する可能性がある

か否かを考慮しなければなら

ない。 

3、労働者の就業対象、期間、地域、

職種活動の範囲についての制

限は、合理的範疇を越えては

ならない。 

4、労働者の競業避止による損害填

補の代償措置を記載しなけれ

ばならない。 

5、離職した労働者の競業行為は、

背信性がある又は信義則に反

する事実があるか否か。 

(三) 被告らは製品デザインの研究

開発の職務を担当すると共に低

技能者ではなく、A社製品の研究

開発、性能、製造工程の進度な

ど多くのことに知悉しており、

それらの業務の上で獲得した特

殊情報は、相手方が理解してい

れば、市場競争さらにはヘッド

ハンティングの一助となり、A社

は競業避止条項による保護を受

ける利益があると認められる。 

(四) 双方の係争競業避止条項の約

定について、代償措置があるか
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事実概要 裁判所の判決 

否かは裁判所の判決の考慮要素

の一つであるのみで、係争競業

避止条項の効力の審査要件とす

るものではなく、即ち裁判所の

審理時には競業避止が代償措置

を有するか否かだけを唯一の判

断基準とするものではない。競

業避止義務の効力については、

雇用主の財産権（営業秘密と経

営の自由）と労働者の就業権（一

定期間内は特定の行為をしない

又は特定の業務に従事しない）

の 2つの間の権利バランスを参

酌して、具体的な個別案件ごと

に判断しなければならない。双

方が締結した「競業避止条項」

に「乙の前述の競業避止義務に

より発生する可能性のある損失

について、甲は補償の対価を本

契約で定めた乙に支払うべき報

酬に算入済みとする。」と定めら

れていることから、係争競業避

止条項に代償措置はないとは認

め難い。 

 

CASE 2 
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A社は、甲は自社の FLASHデザイン部

マネージャーとして「知財権の帰属と

秘密保持契約」を締結しており、それ

には 1年の競業避止規定が約定され、

違反した場合、競業避止に違反した期

間の新しい職場での給与の 2倍及び

新しい職場で取得したすべての事前

約束した利益を損害賠償とする旨が

定められていたため、甲が 2008年 2

月に離職後ライバル会社の B社に転

職した際に、A社は賠償を請求したこ

とを主張した。 

 

(一) 甲が自己承認した在職期間に

かつて極秘の技術文書を閲覧

したことがあることについて、

技術文書及び甲の申請リスト

から証明できる。甲はその秘密

性を否認したが、甲が閲覧した

文書は特許取得済みの技術で

あり、A社は甲が在職期間にそ

の営業秘密を知悉したものだ

との主張は、認めるべきであ

る。両者が係争秘密保持契約を

締結した時、契約の第 5条第 1

項に競業避止の条項があり、甲

も同意済みである。且つ競業避

止は、1年以内に従事してはな

らない職種の制限があるのみ

で、期間も短く、制限された業

務対象も A社の経営と直接又は

間接的に競争関係にある事業

だけで、就業権の保障又は自由

権に違反せず、且つその他の強

制規定違反もなく、公序良俗に

も関係しないことから、上述の

競業避止条項は無効であると

は言いがたい。 

(二) また、甲は 2社の製品に対する

性質はどちらも FLASH IC であ

り、及びその 2社での在職期間

の仕事内容もどちらも FLASH 

ICデザインであることについ

て、争いがない。たとえ A社は

まだ市場での製品の量産、販売

をしていないとしても、その設

計、研究開発された製品がすで

に訴訟当事者以外の第三者で

ある会社に生産の試作を依頼

されたことから、A社と B社は

確かに競争関係にあり、甲の B



39 
 

社への転職は、A社の秘密情報

又は固有技術が自ずと漏洩す

る可能性があり、まだ生産試作

段階にある A社の競争力及び経

営は更に衝撃を受けやすいと

確信できる。 

(三) 双方の係争秘密保持契約第 8条

の条項によると、甲が競業避止

条項に違反する行為をした場

合、新しい職場での所得給与の

2倍及び新しい職場により取得

した全ての事前約束した利益

を損害賠償額とすることがで

きると定められている。原審で

は甲は確かに競業避止条項に

違反し、A社が主張する前述の

条項による損害賠償額は、根拠

がないものではないとされた。

調べたところ、甲が転職先の B

社において、給与以外に 4万 5

千株の自社株を購入する権利

を取得しており、該自社株購入

権は B社書簡によると 2010年 8

月以降から実施できるとなっ

ているが、自社株購入権は社員

の身分に基づいて取得する財

産価値を有する利益であり、始

期が付されているが、やはり前

述した条項での「事前約束した

利益」であると考えられ、原審

で損害賠償額を計算する時に

直接これを除いたことは、自ず

と適切でないこととなる。 

 

 

 

 

CASE 3 
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事実概要 裁判所の判決 

A塾と甲は講師契約を締結しており、

2008年 7月 1日から少なくとも 5年

は専任講師で、契約満了後 1年以内は

台北市、新北市、基隆市、桃園市のラ

イバル関係にある塾で講義又は就職

してはならず、違反した場合には懲罰

性違約金新台湾ドル 200万を支払わ

なければならないと約定していた。甲

は契約満了前に台北市の B塾で講義

を行い、その後また 3日間講義を行っ

たため、A塾は新台湾ドル 400万の賠

償を請求した。 

 

(一) 甲は客観的に A塾と業務上ライ

バル関係にある B塾で体験にき

た学生に対し公開講義を行い、且

つ担当講師名義で B塾の宣伝並

びに学生募集したため、主観的に

も B塾で学生を募集して講義す

ると認知しており、教学スタイ

ル、生徒募集人数及び A 塾が違約

を通知した内容証明書だけで、そ

の競業行為を停止したことに疑

問はない。その行為は係争条項に

設けられる競業避止行為と同じ

で、競業避止で保護しようとする

公正競争の法益もまた妨げられ

ている。甲が当時 B塾との内部契

約関係の如何、体験講義か否か、

報酬の有無、学生への該講義が体

験講義か正式講義であったのか

に関わらず、本裁判所の甲の行為

は確かに係争契約違反であった

とする認定に影響はない。 

(二) 「競業避止」契約は、企業にと

ってその従業員が在職期間中に

取得した営業上の秘密又はその

商業的利益に関する秘密情報に

ついて、従業員に不当な方法で外

部に開示され、企業利益に損害を

もたらすことを避けるもので、従

業員と在職期間及び離職後一定

期間内に、元企業での職務期間に

知悉した技術又は営業情報を競

業行為に利用してはならないと

約定するものである。離職後の競

業避止に関する条項により、その

制限する時間、地域、範囲及び方

法は、社会一般の概念及び商習慣
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上、合理的で適切であり、且つ制

限を受けた当事者の経済的生存

力を脅かすものでない場合は、憲

法で保障されている就業権に違

反するとは認めがたく、その条項

は自ずと有効となる。 

(三) 本件の競業避止は、社会一般

の概念及び商習慣によると合理

的であり、甲に対する経済的生存

力への影響もまた相当限られて

いる。双方が締結した係争契約第

7条にもすでに「A塾は甲に毎年

405コマ、少なくとも全部で新台

湾ドル 324万の報酬を保障する。

うち、本部での講義については学

生数一人当たり 1コマ新台湾ド

ル 40元の報酬及び競業避止補償

金新台湾ドル 10元とし、支部で

の講義については、学生数一人当

たり 1コマ新台湾ドル 50元の報

酬及び競業避止補償金新台湾ド

ル 10元を支払う。A塾が甲に給

付する高額報酬には、甲の同意に

よる少なくとも 5年の任期の対

価と委任期間及び期間満了後の

甲に対する競業避止の補償が含

まれる。」等と明記されている。

係争宣誓書においても「甲側（A

塾）が乙側（甲）に給付する高額

報酬には、すでに乙側の受任期間

及び契約満了又は終了後の競業

避止の代償報酬が含まれており、

本契約で定める競業避止期間、場

所及び方法は、全て乙側により考

慮し、また合理だと思った上で、

同意を経たもので、乙側は後日、

契約の明らかな不公平又は無効

を主張してはならない。」等とも



42 
 

定められている。双方の甲に対す

る競業避止にはすでに代償措置

の条項があり、甲は契約の自由の

原則に基づいて全ての業務対価

及び条件を評価して受け入れら

れると思って、そうして初めて A

塾と契約したことが証明できる。

当該競業避止条項は、憲法で就業

権を保障する精神に反するもの

ではなく、また強行規定にも反せ

ず、公序良俗と関係なく、甲に重

大な不利益による公正ではない

状況ををもたらすものではない

ため、有効である。  

 

 

 

 

事実概要 裁判所の判決 

元々A社で副社長を務めていた甲は、

その在職期間中である 2006年 2月 6

日、A社と競業避止契約を締結した。

その第 1条前段に「甲は A社を正式に

離職した日から起算して 1年（12ヶ

月）以内に、A社の書面による事前同

意を得ることなく、自己又は第三者の

利益のために、A社と同一又は類似す

る業務に直接又は間接的に従事し、並

びに市場において競合する恐れのあ

る行為をしてはならない。」と定めら

れている。しかし甲は 2009年 11月

30日に A社を離職後、すぐに B社に

転職し、B社は 2010 年 4月 21日の台

北国際安全博覧会において、A社が総

販売代理店契約をしている C社製品

を公開展示した。 

 

(一) A社と C社との総販売代理店

契約の期間は 2009年 3月 1日で

すでに満了しており、A社は係

争総販売代理店契約の効力期間

は毎年自動的に 1年延長される

との主張だが、係争総販売代理

店契約の効力期間の条項は、別

途通知がない限り、係争総販売

代理店契約は自動的に 1年延長

される、と明記されているのみ

で、毎年自動的に 1年延長され

るとは関係する記載がないか

ら、A社の主張を採用できない

ことを証明するに足るものであ

る。 

(二) 甲は 2009年 11月 30日に A社

を離職したが、甲の離職時に A

社はすでに C社製品に対する独

CASE 4 
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占的販売の権限はない。A社は

甲の競業避止により発生した損

害を補填又は補償する如何なる

代償又は手当措置もないため、C

社と関連する業務について、甲

は自己又は第三者の利益のため

に、A社と同一又は類似する業

務に直接又は間接的に従事し、

並びに市場において競合する恐

れのある行為をしてはならない

と制限し、且つ個人の利益と会

社の利益が衝突する可能性のあ

る如何なる行為も回避しなけれ

ばならず、並びに A社に関連す

る業務、代理製品、研究開発資

料、技術的機密などの関連性の

ある情報を漏洩しない、触れな

いことを保証しなければならな

いとは、すでに合理的範囲を超

越しており、係争競業避止条項

の合理性、正当性を認め難く、

無効とすべきで、甲が B社を代

表して展覧会で C社製品を公開

展示したことは、競業避止条項

違反にはならない。 

(三) 上述したとおり、C社と関連す

る業務について、係争競業避止

条項への解釈は甲の離職時にお

いて A社が C社製品に対し独占

的販売の権限がまた存続してい

るだけで初めて有効となり、こ

の範囲を越えるものは無効とな

るよう縮減されるべきである。A

社が C社製品に対し独占的販売

権限のない状況において、甲が

B社を代表して展覧会で C社製

品を公開展示することは、競業

避止条項に違反しない。 
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事実概要 裁判所の判決 

甲、乙、2名はそれぞれ A社でプロジ

ェクトマネージャーとプロジェクト

エンジニアをしており、2名は主に NW 

InG事業本部（訳注：フォックスコン

社の事業部の一つ）で米アップル社の

「コネクタ、ケーブル製品及びケーブ

ルアッセンブリ」を含むがそれに限ら

ない重要パーツに関する業務を担当

していた。甲、乙の 2名はその後、そ

れぞれ 2011年 10月 31日、11月 22

日に健康上の問題との理由で無給休

職を申請した。無給休職期間満了後、

どちらも A社に復職せず、連絡も一切

なかったため、A社は甲、乙、2名と

の労働契約を終了した。その後、甲、

乙の2名がすでにA社と高度な競争関

係にある B社（米 C 社より買収済み）

に転職しており、双方で締結した「信

義誠実清廉潔白と知的財産権契約書」

の第 5.1条に規定された在職期間に

おける競業避止義務に重大に違反す

ることを発見した。よって、A社は契

約書第 5.2条の競業避止規定に基づ

き、甲、乙の 2名に対し、直ちに B

社及び米 C社のその他関連企業又は

それらが管理する企業、法人又は機関

から離職し、違約所得及び違約罰金を

返還するよう請求した。 

（一）競業避止条項の有効性判断： 

競業避止の条項が有効か否か

については、契約で本質的に

発生する主要な権利義務によ

り公平性を明らかに欠いてい

ないか斟酌しなければなら

ず、斟酌すべき要件について

は、現在裁判所の実務上にお

ける多数の見解（4基準説）に

より、下記のように一つ一つ

判断を行う。 

  1.原告に競業避止の特別条項に

よる保護を受ける利益がある

か： 

原告が主張する保護を受ける

べき利益とは、即ち被告 2名

が PM（プロジェクトマネジメ

ント）として、関連製品の無

から有まで必要な各種技術、

設備、製造工程、関連ノウハ

ウ、人材配置、価格、ニーズ

を相当熟知し、被告ら 2名ど

ちらも高度に掌握し、並びに

対外的な顧客及び内部の各部

門の関連窓口についても充分

に熟知している等の事実があ

ることとなる。しかしながら、

被告 2名が自認した業務範囲

CASE 5 
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のほかに、原告は自分主張を

証明できる証拠を一切提出し

ておらず、被告 2名が米アッ

プル社の社員と交渉、連絡し

た関連文書資料も提出してお

らず、立証責任を果たしたこ

とは認め難いことから、原告

に保護を受けるべき利益の存

在があるとは認められない。 

2.被告 2名の原告会社における

職務と地位： 

被告 2名は離職前、それぞれ

原告会社 NW InGネットワーク

コネクタ製品事業群のプロジ

ェクトマネージャー、プロジ

ェクトエンジニアであり、形

式上、管理、策定を担当する

幹部職位ではなく、また技術

研究開発部門に属してもいな

い。且つ原告は被告 2名が担

当していたいわゆるPM等の関

連職務内容について、被告 2

名が担当していた職位の重要

性を証明するに足る証拠を何

も提出しておらず、被告が競

業避止制限を受けるべきとは

認められない。また、原告は

被告 2名が米アップル社等の

「コネクタ」、「ケーブル製

品」及び「ケーブルアッセン

ブリ」に関するパーツの研究
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開発、工程、量産、技術、規

格認可、更にはオファー、見

積り等の商業マーケットの動

向、予測、趨勢等の資料など、

全て被告 2名が接触、熟知で

き、且つそれらの管理の範囲

について立証することができ

ないため、2名の原告会社での

職務及び地位を通して原告の

営業秘密を知り得るに足ると

は認められない。 

3.被告の就業対象、期間、地域、

職種への制限範囲： 

（１）期間の制限： 

台湾の裁判所の競業避止条

項違反の勝訴判決を整理す

ると、競業避止の制限期間に

ついて 2年が 40.73％、2年

又はそれ以下が 84.21％であ

ることから、期限 2 年以内は

台湾の裁判所の実務上でも

受け入れられてることが分

かる。係争契約書第 5.2条で

競業避止期限を 2年として

いることは、被告も被告の業

務内容から 2年の期限が何

らかの特殊な苛酷な状況を

もたらすとは立証しておら

ず、本件の制限期間は不合理

ではない。 

（２）地域の制限： 

係争契約書第 5.3条に列記

された地域は、明らかに原告

及びその関係企業が営業活

動を行っている地理的範囲

が全て含まれているが、その
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中、全部がコネクタ、ケーブ

ル製品及びケーブルアッセ

ンブリに関する業務の営業

範囲に属するものではない。

しかしながら原告の陳述に

よると、被告の原告会社での

在職期間に被告が担当した

業務はコネクタ、ケーブル製

品及びケーブルアッセンブ

リ等に関連する重要パーツ

部門に限られており、その他

の業務に拡大されておらず、

原告の業務が事実上及ばな

い地域においても、原告は依

然として被告の離職後の転

職について制限するもので、

客観的に原告の合法的利益

の保護に必要な範囲を超越

していることは明らかであ

り、条項条文そのものについ

ても無効事由が存在すると

認めるべきである。 

 （３）対象及び職種範囲の制

限： 

原告会社が登記している事

業は 45項目に登り、営業項

目はさらに多い。原告が指摘

した競合行為とは「原告会社

のライバルのために労務を

提供すること」が含まれ、更

には原告のその他関係企業

の顧客と交渉しただけでも、

競業行為となるもので、この

種の保護範囲は被告 2名が

在職期間に接触可能な原告
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の業務情報とは明らかにか

け離れており、さらには原告

自身の営業活動範囲ともか

け離れている。すなわち原告

の合法的利益が必要とする

保障ではなく、本件の競業避

止条項が制限する対象、範囲

が明らかに過度に広く、必要

範囲からかけ離れているも

のである。 

 4.労働者の競業避止による損

害を補填する代償又は手当の

必要性： 

（１）当事者双方は係争契約

書において原告は逐年「奨金

業務制度」によりボーナス、

業績賞与及び従業員株式賞

与の支給を、被告 2 名は係争

契約書の締結履行の完了の

対価として、全ての現金賞与

及び従業員株式賞与の 50％

を競業避止義務履行の補償

費とし、残り 50％は競業避

止以外の履行義務の対価と

する、と明確に定めてある。

被告 2名は係争契約書を締

結する時に、「現金賞与」及

び「配当」の支給は係争契約

書の内容を履行する相対条

件であり、対価補償の性質を

有するものであると明らか

に知っているため、契約書の

趣旨に合致できるよう、忠実

にその約束を履行するのが

当然である。 

  （２）また上述した被告 2名
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が在職期間に毎年取得した

現金賞与及び配当金の総額

は、どちらもその年度の給与

所得総額を遥かに上回って

おり、更に「年収総額の約

10倍」に達しているという

状況から、原告会社が被告 2

名に与えた待遇が非常によ

かったが分かる。一般的な経

験則により、被告 2 名が重要

な業務を担当していなかっ

た場合、会社は留任及び被告

の他社への転職を避けるた

め、いわれもなくこのように

高額の現金賞与、株式配当支

給という優遇条件を与える

だろうか。これにより原告会

社の契約書の規定により給

付される競業避止補償費は

確かにあったとの主張は、事

実であると認めることがで

きる。 

5.上述した通り、本件競業避止

契約の条項は、原告が競業避

止の特別条項による保護の利

益を有するか、被告の職務及

び地位、労働者の就業対象、

地域の制限、職種範囲の合理

性について合理的であるとは

認め難く、原告はその雇用主

であるという優越的な地位を

利用して、被告にこれらの事

実上原告の合法的利益の保護

に必要な範囲を遥かに越えた

競業避止条項を締結させ、被

告の離職後の職種選択を制限

したもので、その条文の厳し

さの程度は公平性を明らかに
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失っており且つ公序良俗に違

反すると認めるに足るため、

無効である。たとえ原告が毎

年被告 2人に競業避止補償費

を支給していたとしても、本

件競業避止の条項が無効であ

るか否かは、その条項内容の

みで判断されるべきで、被告

が過去に取得した競業避止の

補償がその競業避止期間の生

活に必要なものをまかなうに

足るか否かは、本裁判所の条

項無効であるとの認定に影響

しない。たとえ被告が過去に

取得した報酬が多くても、こ

れにより契約の瑕疵を治癒し

てそれを有効とするものでは

なく、原告の認定を有利にす

ることはできない。 

（二）原告請求理由なし： 

上述したとおり、係争契約書の競

業避止に関する条項は既に無効

と認定されたことから、被告 2

名が離職後綠點社に転職して働

いていても、被告は競業避止条

項に違反する事情があることを

何も認められない。これにより、

原告が被告 2名に請求している、

ただちに綠點社及び米捷普社

（Jabil Green Point）のその他

関係企業又はそれらが管理する

企業、法人又は機関を離職し、 

2014年 3月 3日まで台湾、香港

又は中国で直接又は間接的に競

業行為に従事してはならず、ま

た被告 2名はそれぞれ原告に対

し新台湾ドル 766万 9,000 元、

新台湾ドル 100万 1,500 元を支
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払わなければならず、起訴状送

達の翌日から起算して弁済日ま

で、年利息 5％を利息とするとい

う請求は全て理由なしとしてこ

れを棄却すべきである。また、

原告が敗訴判決となったこと

で、その仮執行の申立は根拠を

失うことになり、これも併せて

棄却すべきである。 
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第三章 営業秘密についての Q＆A 

営業秘密法改正案の可決後、研究開発イノベーション活動に従事する産

業界、技術財団法人等の関連雇用者及び被雇用者を含む対象に影響がある

ことから、各界における営業秘密の基本概念及び今回の改正内容に対する

認識を深めるため、智慧局は 2013年 3月、台湾全土の北部、中部、南部、

東部の工業区及びサイエンスパークにて計 10回に渡り「営業秘密法改正

についての説明会」を開催した。説明会後の座談会で、産業界からの代表

者、専門家らと提出された新法施行後の実務に関する多くの質問について

討論した。関連する質問と回答を以下に整理した。営業秘密について産業

界の更なる理解の一助となることを希望する。 

番号 質問内容 回答 

Q1 
營営業秘密はどのように認

定するのか。顧客名簿、製

品コスト、販売価格、経営

拠点等の商業情報も営業秘

密の範疇に属するのか。 

1.営業秘密法の法定要件には、「秘密

性」、「経済性／価値性」、「合理的な

秘密保持措置の採択」の 3つがある。

よって如何なる方法、技術、製造工

程、調合又は生産、販売、経営に用

いることのできる情報でも、上述の

要件に符合すれば全て営業秘密とし

て保護を受ける事が可能である。 

2.会社所持の顧客名簿又は経営拠点等

の商業情報が、該営業秘密の要件に

該当するか否かは、実務上やはり裁

判所が個別案件の状況に応じて認定

すべきであり一定の基準を有するこ

とは難しい。会社にはそれらの情報

に対し整理、分析を行い、それらの

情報の独特性を高めると同時に実行

可能な営業秘密管理メカニズムを実

施することを提案する。これにより、

裁判所がそれらの情報が営業秘密で

あると認める確率を高めることがで

きる。 

Q2 
職員が会社の資料をコピー

して持ち帰って残業し、自

宅の個人のパソコンに保存

した。離職後削除するのを

1、職員の在職期間に、業務完成の目的

として会社の許可を経ていた場合、

会社の資料をコピーして持ち帰り処

理することは正当行為に属する。し
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忘れた場合、営業秘密罪の

要件に該当するのか。販促

部門の離職従業員のパソコ

ンから、研究開発部門の重

要データが見つかった場

合、営業秘密の侵害となる

可能性はあるか。 

かし、離職時に削除又は返還を確認

しなければならず、職員が削除し忘

れた場合、故意ではないことから営

業秘密罪とはおそらくならないが、

具体的な個別案件が犯罪となるか否

かは依然として裁判所の判決の認定

によらなければならない。 

2.会社の研究開発部門所持の機密情報

について、販促部門はある程度知っ

ておく必要があり、そうすることで

製品の特性と機能に対して販促活動

を行うことができる。よって実務上、

所持している情報の多寡、範囲及び

時間から営業秘密の侵害行為となる

か否かを判断し、単純に同一部署に

所属するか否かで認定するものでは

ない。 

3.現在多くの会社が知識管理制度を推

進しているが、会社は極わめて重要

で価値の高い営業秘密を知識管理の

範疇に取り入れないことを提案す

る。なぜなら、知識管理の目的は従

業員の多くに学習してもらうことで

あり、営業秘密の要件として秘密性

を具備しなければならなく、知る者

が少なければ少ないほどよいという

特性と符合しないからである。 

Q3 
離職した従業員が、在職し

ている従業員に対し、以前

自分が製作した資料の一部

を転送又は交付することを

要求した場合は、営業秘密

の侵害となるか。 

 

1.営業秘密法第 13条の 1第 1 項第 2号

の規定によると、従業員は会社の許

諾を得ずに又は許諾範囲を超えて会

社の営業秘密を使用又は漏洩しては

ならないと規定されている。 

2.従って、基本的に従業員個人が会社の

資料を無断複製することはできず、

他人への転送は言わずもがなである

ことから、在職従業員が離職した従

業員へ資料を転送することは、営業

秘密の侵害になる可能性が極めて高
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い。 

Q4 
ある分野の業務に長期的に

従事したことから、当該分

野の多くの知識技能が累積

された従業員が、転職後自

然な形で習得したことを転

職先の業務に応用しただけ

の場合、営業秘密の侵害と

なるのか。 

 

1.いわゆる記憶の抗弁とは、従業員に特

定分野の業務に長く従事し、相当深

く豊富な専門知識と技能を累積した

が、それらの情報は当該従業員の頭

の中にだけ存在し、その離職後には

如何なる会社資料を窃取又はダウン

ロードすることなく、転職先で自然

とその頭の中の知識を転職先のメン

バーに共有してしまうことを指す。

これが営業秘密の侵害となるか否か

というこの問題については、現在の

台湾の実務上、これらの行為が営業

秘密の侵害となるか否かについて

は、関連する裁判例はまだ出ていな

いことから、米国の「不可避的開示

法理」（Inevitable Disclosure 

Doctrine）の定義、判断基準及び適

用現状を、この種の事件に対する今

後の台湾の対応の参考として紹介す

る。 

2.「不可避的開示法理」とは、営業秘密

が離職従業員により不正に漏洩され

る脅威又は危険があるとして、元雇

用主が仮処分による救済を申し立て

る際に、 米国裁判所が事例を累積す

ることで構築した原則を指す。 

3.米国裁判所が適用する不可避的開示

法理の判断基準は以下のとおり。 

（１）新しい雇用主が以前の雇用主と直

接的競争相手であるか否か。 

（２）新旧雇用主の製品又はサービスの

類似度の高低。 

（３）従事する業種別及び各営業秘密の

性質。 

（４）係争営業秘密が新旧雇用主のどち

らにも高い経済的価値を有する

か。 
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（５）離職した従業員又は新しい雇用主

は信義誠実を欠いているか。 

（６）離職した従業員の新しい業務はそ

の以前の業務とほぼ同一である

か。 

（７）離職した従業員は秘密保持契約又

は競業避止契約を締結している

か。 

（８）元雇用主が営業秘密の漏洩防止の

ためにした努力。 

（９）営業秘密侵害行為が確かに出現し

たか。 

（10）元雇用主は特定の営業秘密の暴露

リスクを明確に指摘できるか。 

4.米国での適用状況： 

（１）一部裁判所では、「不可避的開示

法理」について、元雇用主は「不

可避的開示法理」を主張してその

離職従業員の競争相手に雇用され

ることを制限することを承認して

おり、その実質的効力は競業避止

条項と同等である。 

（２）「不可避的開示法理」を承認して

いない各州においては、雇用主によ

る周到な競業避止条項が定められ

るだけで、そうしてその営業秘密が

有効に保護することができる。 

Q5 
営業秘密の侵害行為者は、

行為犯なのか結果犯なの

か。不正な方法で営業秘密

を取得した行為者は即、犯

罪となるのか。それともそ

の後の使用、漏洩行為があ

って初めて犯罪構成要件と

なるのか。第 10条民事責任

と第13条の 1の刑事責任は

どのように適用されるの

か。 

1.窃取などの不正な方法で他人の営業

秘密を取得した行為者は、即犯罪と

なり、その後の使用漏洩又は所有者

に損害を引き起こしたなどの必要は

ない。よって、智慧局は営業秘密は

行為犯に属すると認める傾向にあ

る。 

2.不正な方法で営業秘密を取得した行

為者は即、犯罪となり、その後の使

用、漏洩行為はまた別の行為として、

どちらも犯罪となる。 
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 3.智慧局は本来第 10条の規定を併せて

改正する計画だったが、焦点がずれた

り法改正タイムスケジュールが遅延

することを避けるため、第 10 条の内

容は改正しなかった。この 2 つの条文

内容はそれぞれ分けて取扱うべきで、

行為者の行為がどちらの条文の構成

要件となるかで当該条文の規定を適

用し、また同時にどちらも適用して民

事、刑事とも責任を問われる可能性が

ある。 

Q6 
第 13条の 1第 1項第 3号を

適用する前提要件として

は、告知された者は削除義

務を負うことが必要である

か。削除しないだけで 5年

以下の刑事責任は重過ぎな

いか。告知はどの程度まで

告知すべきか。提携関係に

ある A、B社について、A社

が秘密を B 社に渡し、提携

終了後 A社が B社に削除す

るよう告知し、B社がこれ

に従わない場合にも本条が

適用されるのか。 

1.第 13条の 1第 1項第 3号の規定に、

営業秘密の保有者は、営業秘密を所

持する者に削除、廃棄するよう告知

しなければならず、告知された者は

削除する義務を負うと定められてい

る。 

2.本号は国際立法例を参考にしたもの

で、台湾独自の立法ではなく、その

主旨は営業秘密が高い漏洩リスクに

暴露されることを避けることにあ

る。結局のところ、秘密が一旦漏洩

された場合、その損害回復ができな

いからである。 

3.実際の個別案件の状況に応じて認定

する必要があり、そうすることで営

業秘密を保有する者が確実に相手に

削除を告知したかどうか判断するこ

とができる。 

4.本号は会社と従業員の間における適

用に限らず、会社間にも当然適用さ

れる。 

Q7 
第 13条の 4 但書に「法人の

代表者又は自然人が犯罪の

発生を防止することに尽力

した場合は、この限りでは

ない」と明文化されており、

即ち法人は自己がすでに防

1.法人が監督義務に尽力したかの認定

については、個別案件における事実認

定、法律適用の問題になるため、一概

には論じ難い。 

2.実務上、新入社員を雇用する際に、相

手に宣誓書に署名を要求して、当該従
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止監督義務に尽力したと証

明できれば、免責を主張で

きるが、法人が関連する義

務に尽力したか否かはどの

ように認定するのか。法人

はどのような措置を採れば

防止監督義務に尽力したと

されるのか。例えば、会社

が従業員に対し USB又は光

ディスクの使用を禁止しな

いことは、裁判所から防止

監督義務に尽力していない

と認定され易いのか。 

業員が元の会社からいかなる営業秘

密も新会社に携帯していないことを

確認することで、新会社が他社の営業

秘密を取得する意図がないことを保

証し、且つ在職期間において従業員へ

の教育を強化し、 他人の営業秘密な

どを侵害することのないよう従業員

へ知的財産権の遵守を監督指導する

等の措置が参考になると思われる。 

 

Q8 
従業員が会社の機密を窃取

した後、すぐ外国の会社に

転職し、会社はそれに対し

営業秘密侵害訴訟を提起し

た場合、その実益はあるの

か。また、どのように証拠

収集又は関連訴訟手続を進

めれば、勝訴判決を導く機

会が高くなるのか。 

 

1.台湾域内で営業秘密を窃取した後、外

国、中国又は香港、マカオ地区での

使用を意図した場合、加重刑となる。

よって、会社は当然、営業秘密を窃

取した後、外国の会社へ転職した従

業員に対して訴訟を提起することも

できる。 

2.どのように証拠収集し、訴訟手続を進

めれば勝訴の確率が高くなるかにつ

いては、やはり個別案件の状況によ

るものであるが、会社は窃取された

情報が確かに営業秘密に属すること

を証明するため充分な証拠を提出

し、 また従業員が確かに会社の営業

秘密を不正取得、使用又は漏洩した

行為があることを釈明することを含

め、あらかじめ関連証拠の収集につ

とめることが望ましい。 

Q9 
海外の子会社の従業員が営

業秘密を窃取し他人にこれ

を漏洩した場合、犯罪の行

為地と結果地がどちらも台

湾域外であるが、営業秘密

の保有者である本社は海外

提訴できるか。  

1.営業秘密法は刑法と同じく属地主義

を原則としていることから、原則上

行為地と結果地のうちどちらかが台

湾域内でなければ台湾の営業秘密法

は適用することはできない。 

2.刑法第 5条でいう「保護主義/世界主

義」の規定は、台湾域外での内乱罪、
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外患罪、貨幣偽造罪、毒物罪などの

罪を犯す者についても、刑法の規定

を適用して処罰することができる

が、その中には工商秘密漏洩罪は含

まれていない。その他に、刑法第 7

条に規定されている国民による国外

犯罪の適用にも当てはまらない。 

3.従って、海外の子会社の従業員が営業

秘密を窃取し他人にこれを漏洩した

場合、犯罪の行為地と結果地はどち

らも台湾域外となり、且つ刑法第 5

条及び第 7条の規定も適用できない

ため、営業秘密の保有者、即ち本社

は台湾の営業秘密法の規定により当

該従業員を提訴することはほぼでき

ない。本社が自身の権益保護のため

訴訟を提起する場合、行為地又は結

果地の法律の規定に従いこれを主張

しなければならない。 

Q10 
立証及び勝訴率の向上のた

め、「証人保護法」、「通信保

障及び監察法」、及び「知的

財産案件審理法」において、

被告への証拠提供又は捜査

協力による刑罰の軽減、検

察官に合法的な盗聴の権限

付与及び被告の民事立証責

任の向上に関する条文を新

設することは可能か。 

 

1.智慧局が本来提出した草案では、第

14条の 1に被告の具体的答弁による

訴訟促進義務の規定を追加し、即ち

原告による営業秘密が侵害を受けた

又は受ける恐れがあると事実の釈明

がある時、被告がその行為を否認す

る場合、その否認は具体的答弁とす

べきで、正当な理由もなく答弁期限

を過ぎても答弁しなかった又は答弁

が具体的でなかった場合、裁判所は

状況を斟酌して原告が釈明した内容

を真実と認めることができる旨を新

設していた。しかし、当該改正条文

は立法院での審査時に、民事訴訟法

第 282条の 1第 2項及び第 345条第 2

項にすでに関連規定があることが考

量され削除された。 

2.証人保護法など関連法律の改正は智

慧局の管轄業務ではなく、法務部及



59 
 

び司法院の権限責任範囲にそれぞれ

属することから、法改正の必要があ

れば、智慧局はこれに協力する。 
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第四章 営業秘密管理メカニズムの構築方針 

現行の営業秘密法第 2条の規定によると、いわゆる営業秘密とは、方法、技

術、製造工程、調合、プログラム、設計又はその他生産、販売又は経営に使う

ことのできる情報で、「一般に該類の情報に関わる人に知られているものでは

ないこと」（秘密性）、「その秘密性により実際的又は潜在的な経済価値がある

こと」（価値性）、及び「所有者が合理的守秘措置を取っていること」の 3つの

要件に符合するものを指す。この 3要件について分析すると、情報の「秘密性」

及び「価値性」の要件については、客観的価値判断を認める余地は余りないた

め、立法者の意思は企業が自身の有する営業秘密に対し適切で合理的な秘密保

持措置を取っていたか否かを、該情報が営業秘密の保護対象と成り得るか否か

の判断の根拠とすることにあることが合理的に推定できる。なぜなら、企業自

身が特定情報の保護を重視し又は強化していない場合には、法律もまた保護す

る必要はないからである。 

つまり、企業が営業秘密の管理に採った措置と実施方法及びその程度が、該

特定情報が営業秘密法の保護を受けられるか否かの認定に影響するのである。

商業経営戦略及び技術イノベーションなどに関する内容を含める企業内部の

各種重要情報が全て適切な保護を受けることができ、企業のその研究開発成果

と競争力の更なる保障に協力するため、本章は日本経済産業省の「営業秘密管

理指針」の内容を基礎として、関連文献資料及び実務上普遍的に採用されてい

る秘密保持方法を加えて、整理すると共に企業による営業秘密保護の三大管理

メカニズム、即ち「物理的管理」、「人的管理」、「組織的管理」に帰納させたも

のである。企業へ適切且つ具体的な営業秘密の保護方法を提供することで、管

理の質とレベルを向上させ、営業秘密侵害に遭遇するリスクと可能性を低減さ

せることができることを希望する。 

一、物理的管理 

営業秘密は無形の知的財産権であることから、有体物である書面文書（紙）

及び無体物である電子ファイルを含む、特定の媒体への記録が必須となり、そ

れにより対外的に表現、運用、伝達でき、経済価値と収益を生む。これらの営

業秘密の具体的内容は、時に異なる資料に散見されることがあることから、適

切な管理とコントロールを通さなければならないことで、有効的に企業の営業

秘密を統合する目的を達成し、並びに内部従業員の権利・責任及び業務執行範

囲を明確に区分することができる。これにより、営業秘密に関する物又は情報

について、組織化・制度化された管理を行うことが、営業秘密保護メカニズム

構築の最重要ポイントと言える。 
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「物理的管理」については、主に営業秘密を記録する各種媒体と関連資料を

保管する場所又は区域に対する管理で、大まかには「書面文書の管理」、「電子

ファイルの管理」、「キャビネット/引き出し/金庫の管理」、「コンピュータ設備

の管理」及び「区域空間の管理」などの範疇が含まれる。管理方法については、

当該情報の機密の程度を如何に区分けし適切に表示するか、機密文書を如何に

分類して保管するか、インターネットによる情報漏洩及び情報セキュリティー

不備問題を如何にして防ぐか、該情報を保管する設備または区域を如何に管理

するか等が含まれ、大きく以下の数項目に区分することができる。 

（一）秘密情報の区分けと表示： 

企業内部で情報に接触する者が、接触する文書の内容が機密情報であるか否

かを容易に且つ明確に認識でき、判断が不確定にならないよう、機密文書に機

密レベルを付記する措置を講じなければならない。具体的な方法は以下のとお

り。 

１．機密文書は重要性及び機密の程度により異なるレベルに区分することがで

きる。区分方法については、紙媒体（書面）と電子媒体（電子ファイル）

では特性が異なることから、異なる処理をしなければならず、それぞれ次

のようになる。 

（１）紙媒体（書面）については、シールを貼付する又は異なる色のフォルダ

に保管する等の方法で区分するが、容易に塗り替え、はがす、又は差し換

えなどができないよう、直接書面上に「秘」、「機密」、「極秘」、「厳秘」な

どの表示をスタンプすることが望ましい。 

（２）電子媒体（電子ファイル）については、識別できるよう当該情報にアク

セスできる USB にシールを貼付する、又は当該ファイルの機密レベルに応

じたパスワードを設定し、秘密レベルの高いファイルほど強度の高いパス

ワードを設定し、且つ定期的なパスワード変更の期間を短縮して、他人に

よるパスワード解読と機密内容の窃取を防がなければならない。 

２．機密文書とその他の一般文書は分離保管すべきで、特定の専用保管庫に保

管することで、混同、漏れ又は遺失を防ぎ、且つ人員を派遣しての管理強

化に有効となる。 

（二）設備等の管理： 

企業内部の営業秘密が不肖の者に窃取されないよう、営業秘密に関する

情報を保存又は保管する設備に対する管理を強化し、並びにこれらの情報

のアクセス、ダウンロード、複製、回収及び廃棄を制限しなければならな

い。以下の措置を講じることが望ましい。 
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１．紙媒体の機密文書は金庫に保管する、又は不透明且つ施錠できるキャビネ

ットに保管し、専門の管理者が管理を担当し、管理者がローテーション管

理又は交代する時には、確実に引き継ぎ作業を行うと同時に関連設備のパ

スワードを更新しなければならない。 

２．一般的な電子機密ファイルは担当の従業員のパソコンに保存できるが、パ

スワード設定と暗号化を実施し、且つパスワードは定期的に変更（少なく

とも 3ヶ月に 1 回）しなければならない。重要機密ファイルは、特定のパ

ソコンからのみ起動又は操作できるようにし、且つ一定階層以上の幹部か

らの許可を得ないとダウンロードの権限又は機能を付与してはならず、並

びに当該パソコンに接触できる従業員の身分を制限することにより、重要

機密漏洩のリスクを低減させることが望ましい。 

３．適切な管理体制を構築し、機密文書情報へのアクセス、ダウンロード、複

製、回収及び廃棄を制限する。例えば、一般機密文書は原則上、該プロジ

ェクトの担当者及びその業務主任のみが上述の行為を行うことができるが、

重要機密文書は、上層幹部が保管し、その他の者は許可又は同意を得ずに

当該機密に接触することはできない。 

４．専門の担当者を配置し、機密文書資料又はファイルフォルダへのアクセス、

ダウンロード、複製、回収及び廃棄の時間、流れ、回数を管理させなけれ

ばならない。 

５．会議又は説明のために用いた紙媒体の機密文書は、営業秘密の持ち出しと

漏洩を避けるため、使用後ただちに回収し、シュレッダーで廃棄しなけれ

ばならない。電子媒体の機密文書を削除又は廃棄する時は、従業員が当該

ファイルの削除を装い後に復元しないよう、できるだけ復元不可能な措置

を講じなければならない。 

（三）区域管理（ゾーニング）： 

権限の無い者が機密文書に接触することを防止するため、機密ファイル

フォルダを保存する場所又は区域に対し、警備体制を強化すると共に、特

定の営業秘密の経済価値と機密の程度により、異なるレベルに区分して管

理しなければならない。 

１．分離と識別のため、営業秘密の保管場所は、一般的な場所とは区分しなけ

ればならない。秘密保持の場所を特定する範囲内に、明らかに分かる位置

に「許可無く立入禁止」又は「管理区域のため立入禁止」などの警告表示

を貼付又は設置することが望ましい。 

２．一般的な営業秘密については、その保管場所は施錠され且つ 24 時間体制
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の警備員を配置して管理し、立入を要求する者に対しては関連する許可証

の提示を必須とすると共に登記を行って、当該場所へ入退出する者の身分

及び滞在時間を確認することが望ましい。警備員を雇用する経費がない場

合には、部分的威嚇効果を達成できるよう、少なくとも警備システム又は

監視カメラを設置しなければならない。 

３．高度な営業秘密については、その保管場所には ICカード認証、こう彩認

証、指紋認証などのハイテク認証システムを設置して、身分の偽装又は偽

造許可証での保管場所への侵入を避けなければならない。 

４．外来者が業務上会社に出入りする場合、受付は応接室又は会議室に案内し、

その者がオフィスのコアエリアへ進入し、特に保管文書に関連する場所へ

の接触を避け、重要機密が窃取又は外部漏洩されることを防がなければな

らない。 

（四）コンピュータシステムの管理： 

デジタルインターネットの時代において、ほぼあらゆる業界でコンピュ

ータによる記録と関連情報の保存が利用されており、また通常電子メール

による送信又は内部情報の配布が行われていることから、ハッカー又は不

正アクセスを行う者が会社内部のコンピュータシステムに侵入し、重要機

密情報を窃取し拡散することを防ぐため、企業は積極的に相応の措置を講

じて侵害発生の機会を絶たなければならない。 

１．インターネット接続の管理規則を制定し、電子メールの内容及びバックア

ップデータを暗号化し、後の検査又は監査の際に利するよう、書面で情報

の複製又はバックアップのステップを明確に記載しなければいけないとす

ることが望ましい。 

２．電磁的に記録保存されている営業秘密については、他人が閲覧できない技

術的制限を加えなければならない。例えばコンピュータ又はファイルへの

ログインパスワードを設定し、且つパスワード設定の強度にも、容易に解

読されないよう、同一又は類似するパスワードの重複使用を禁止すること

が求められる。原管理者が離職又は退職する時には、ただちにその ID及び

パスワードを削除し、新しく ID及びパスワードを設定し直して後任に使用

させなければならない。 

３．外部からの侵入に対する防御の強化は、ネットワークに侵入して情報を窃

取するハッカー又は不正アクセスを行う者がいないか随時注意しなければ

ならず、並びにファイアーウォール及びウイルス対策ソフトウエアを設置

してウイルスの悪意ある攻撃を防御しなければならない。また、情報が不

注意により漏洩することを避けるため、営業秘密を保存しているパソコン
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へのソフトウエアのインストールについては、厳格な管理と篩分けを行わ

なければならならず、且つ即時通信機能を持つチャットソフトなどの不必

要なソフトウエアを任意にインストールしてはならない。 

４．パソコン又はネットワークサーバーへのログインには、ICカード認証、

指紋認証などの認証システムを利用し、並びに当該システムに加え PIN入

力を要求する。 

二、人的管理 

重要情報又はこれら情報を保管する場所に対し、厳重な徹底した管理を採用

済みであっても、企業内部の従業員が営業秘密管理の重要性について認識して

おらず、関連する認識が欠如していたら、営業秘密の実効的な管理の目的を果

たすことができない。このため、会社は平時から、定期的に関連する教育課程

又は研修を行い、従業員に関連する法令、規定及び罰則について周知徹底させ、

更には具体的な契約又は就業規則を定めて、従業員の営業秘密保持義務を明確

に約定し、従業員の営業秘密管理に対する認識を全面的に向上させなければな

らない。 

（一）教育研修： 

従業員は営業秘密の管理者であるか又は許可を受けた者であるか否かに関

わらず、営業秘密の価値及び重要性について認識しなければならない。このた

め、会社は持続的且つ実効的な教育研修を行い、従業員に対し営業秘密管理の

重要性、管理組織の概要、具体的な管理規則及び機密漏洩後の適切な処理方法

などの内容について周知徹底する必要がある。 

１．営業秘密管理の教育課程の実施は、長期的常態的な活動であることから、

固定役職を設けて、適切な教育研修担当者を選定し、教育研修の課程内容、

各種教材の製作、適切な講師の選定及び従業員の学習効果の評価などの企

画を専門に担当させなければならず、教育責任を明確化することで、この

業務の促進と専門化の一助となる。 

２．教育とは知らず知らずに感化される過程であることから、定期的に特定の

研修課程を実施する以外に、従業員に根強い営業秘密保護の概念を浸透さ

せるため、企業は各種従業員が集まる場（朝礼や会議など）を善用して、

随時従業員に対し営業秘密管理に関する事項について注意喚起しなければ

ならない。 

（二）契約管理： 

人的管理において、企業が実施する営業秘密保護の基本措置の一つが、従業
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員との秘密保持契約又は競業避止契約である。前者は従業員が職務の上で接触、

所持又は開発した営業秘密を任意に漏洩又は配布して、秘密性を喪失させ、更

には企業の商業的利益と市場競争力を侵害することを避けるもので、後者は、

従業員が離職後ただちに同じ分野の会社に転職し、元会社の研究開発成果又は

経営戦略を転職先の会社へ漏洩して、元会社の商業展開が破壊されることを防

ぐためのものである。 

１．企業が秘密保持契約を締結する対象は、現従業員だけでなく、従業員との

雇用関係解除後に当初締結した秘密保持契約の拘束を受けないことのない

よう、離職した従業員も含めなければならない。また、注意すべきは、企

業は在職者又は離職者と秘密保持契約を締結する時、秘密保持契約の内容

が合理的で必要性を具備しているか、公序良俗に符合するかを考慮する必

要があるということである。 

２．企業が従業員と秘密保持契約を締結するタイミングについては、主に次ぎ

の３つがある。： 

・入社時： 

従業員の入社時には、当該従業員が今後どのような業務を担当又は管理す

るのか不確定であることから、営業秘密保護の対象を明確に特定すること

は難しく、通常は一般的な秘密保持の内容を規制するのみである。よって、

その後規定内容が広過ぎるという問題が生じるおそれがあるため、必要に

応じて契約範囲の限定を検討する必要がある。 

・在職中： 

従業員が会社の重要な経営プロジェクトに参画する場合、会社は当該従業

員と別途秘密保持契約を結び、当該プロジェクトに関わる如何なる内容及

び進捗状況についても漏洩してはならず、プロジェクトの終了後、従業員

は全てのファイル情報を会社へ返還し、バックアップファイルを削除する

ことを要求しなければならない。 

・離職時： 

従業員が離職手続きを行う際、会社との秘密保持契約を締結したことにつ

いて、再度従業員への注意喚起を行い、並びに従業員の理解と遵守に利す

るよう、秘密保持すべき特定秘密が何かを具体的に告知しなければならな

い。 

３．一般的に秘密保持契約の内容は次の事項が含まれる。 

・営業秘密の範囲の特定： 

秘密保持契約は、特定の営業秘密項目に対してのみ規制を加えるもので、

契約締結時の範囲は過度に広範であってはならず、合理性、必要性且つ公
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序良俗に符合するよう注意しなければならない。また、営業秘密の内容は

双方とも理解でき、且つ客観的に認識し得るものでなければならない。 

・秘密保持義務及び付随義務： 

基本的な秘密保持義務には、営業秘密の目的外使用の禁止、アクセス権限

のない第三者への開示禁止、営業秘密が記録された媒体の複製又は持ち出

しの禁止、離職時における営業秘密記録媒体の返還などが含まれる。 

・秘密保持期間： 

可能な限り特定情報の秘密保持期間を設定しなければならないが、設定で

きない場合には、当該情報の秘密性が失われるまでの期間を秘密保持期間

とすることを明記しなければならない。 

・義務違反に対する措置： 

双方は秘密保持契約において、例えば違約金の支払い又は損害賠償請求な

どの関連する規定に違反した場合の罰則を明記することができる。 

４．企業は必要に応じて、従業員と競業避止契約を締結して、従業員が離職後

一定期間又は一定区域の範囲内で、同性質又は同分野の会社に転職しては

ならないと制限することもできるが、過度に従業員の就業権を侵害しない

よう、当該契約の合理性と必要性には注意しなければならない。離職従業

員の競業避止義務に関しては、裁判所の判決により、競業制限の内容が合

理的範囲を超えていた場合、当該条項は無効とされることから、企業は競

業避止契約の条項について慎重に検討し、「期間の限定」、「地域的限定」、「対

象職種の限定」などの事項を確定して、企業の営業秘密保護と離職者の権

益のバランスをとる必要がある。 

（三）就業規則： 

 秘密保持契約に詳細に記載することのできない営業秘密保護手続き又はス

テップについて、従業員の遵守に利するよう、企業は就業規則においてこ

れを定めなければならない。 

１．企業は従業員の職務範囲を明確に告知・記載し、並びに従業員に確実に遵

守させることができるよう、可能な限り業務処理に関する手続きと方法に

ついて詳細に記載しなければならない。業務日誌の記載が必要な従業員に

ついても、関連する記録方法、証明、秘密保持措置及び保管の管理部門な

どについて明らかに告知しなければならない。 

２．企業は就業規則において従業員の秘密保持義務を規定する際、労働関連法

規に違反しないよう注意しなければならず、関連規定を追加削除改訂する

際にも同様である。就業規則が全従業員に対し拘束力を有するには、全て
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の従業員がその内容を知悉していることを確認しなければならない。 

３．就業規則において、たとえ自己の業務範囲内の機密事項でなくても、従業

員は当該秘密を漏洩してはならない義務を負うことも明記しなければなら

ない。 

三、組織的管理 

具体的に「物理的管理」及び「人的管理」の目標と効果の達成には、上位の

「組織的管理」戦略の徹底的な実施が組織の中で相当重要な統合の役割を担う

ため、企業はマクロな視点から全面的な全体計画と制度設計を策定することで、

より実効的に営業秘密を保護することができる。 

企業は広く会社の内部情報を収集して、一つ一つリスク分析を行った上で、

重要性のある特殊情報に対しては、営業秘密として管理するようにし、当該営

業秘密の特性に応じて管理方法を決定することもできる。通常、情報は企業の

規模、所属する業種別、情報の属性、情報と外界との接触状況により異なる管

理方法を有し、企業は組織的角度からシステマティックな分類と計画を進める

ことができる。 

 組織的管理の要点については、PDCAサイクルで説明する： 

 

 

ü Plan─管理方針の決定 

営業秘密の管理制度/方針を文書化し、並びに具体的に実施する準則管理

マニュアルを策定する。 

ü Do─管理制度の実施 

管理制度/方針の確立後、全従業員に関連規定の内容を徹底周知し、並び

に権限・責任の割当により管理制度/方針を実施する。 

ü Check─管理状況のチェック 
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管理の有効性を確保するため、日常的なモニタリング以外に、定期的な内

部監査を行う必要があり、必要に応じ外部の公正な第三者による監査を行

うこともできる。 

ü Action─管理制度の見直し 

計画的、定期的にモニタリング、分析、フローの改善を行い、管理制度の

実績が予期結果と符合するようにし、並びにフローの実施結果を踏まえて

制度を見直さなければならない。 

 


